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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、有償資金協力に附帯する業務としてカタラマ川流域灌漑事業活

性化プロジェクトを実施することを決定し、これを受け、2012年7月1日から7月21日まで当機構農

村開発部技術審議役 鈴木博を団長とした詳細計画策定調査団を現地に派遣しました。 

調査団は本プロジェクトの要請背景などについてエクアドル共和国関係者と協議を行うととも

に、対象地域の現地踏査の結果などを踏まえ、本プロジェクトに関する協議議事録に署名しまし

た。 

本報告書は、これらの調査結果、協議結果を取りまとめたものであり、今後の本プロジェクト

実施にあたり、広く関係者に活用されることを願うものです。 

ここに、本調査団の派遣について、ご尽力いただいた日本・エクアドル共和国両国の関係各位

に対し、深く謝意を表するとともに、併せて今後のご支援をお願いする次第です。 

 

平成24年8月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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事業事前評価表 
 

国際協力機構 農村開発部 畑作地帯第一課 

１．案件名 

国 名：エクアドル共和国 

案件名：カタラマ川流域灌漑事業活性化プロジェクト 

Project for Reactivation of “Catarama River Basin Irrigation Project” 

 

２．事業の背景と必要性 

 （1）当該国における農業セクターの現状と課題 

エクアドル共和国（以下、「エクアドル」と記す）において、1980年代以降の農業セクター

では農産物の生産性向上が課題となっており、灌漑施設の未整備がその一因として挙げられ、

特にコスタと呼ばれる海岸地域は農業地帯として重点的に開発が進められていた。このよう

な状況の下、コスタにおいて、灌漑・排水施設を建設することにより、農産物の生産増大及

び生産性の向上を図り、農家の生計向上と地域経済の発展に寄与することを目的としてロ

ス・リオス県カタラマ川流域で円借款事業「カタラマ川流域灌漑事業」（承諾：1988年2月、

供与限度額85億9,400万円）が実施された。しかしながら、同事業の対象地域における作付面

積が当初計画に及ばないなど、期待された効果が限定的であることが2005年9月に行われた事

後評価において確認された。その原因として、末端農地における三次水路の未整備、勾配修

正や均平などの圃場整備が行われていないことによる灌漑施設の未活用、灌漑農業に係る技

術の不足が挙げられている。 

一方で、エクアドルにおける灌漑排水事業の管轄機関は変遷を繰り返し、カタラマ川灌漑

事業に係る管轄機関は、2005年以降でも、グアヤス川流域開発公社（Comisión de Estudios para 

el Desarrollo de la Cuenca del Río Guayas：CEDEGE）から2008年には国家灌漑庁（Instituto 

Nacional de Riego： INAR）、2011年には農牧漁業省（Ministerio de Agricultura, Ganadería, 

Acuacultura y Pesca：MAGAP）の灌漑排水次官室（Subsecretario de Riego y Drenaje：SRD）へ

と変わり、灌漑事業の活性化に向けたエクアドルによる具体的な取り組みが実施されていな

い状況であった。 

このようななか、カタラマ川流域灌漑事業の活性化に向けた事業計画を策定することを目

的として、国際協力機構（JICA）は2011年4月から7月までに「カタラマ川流域灌漑事業にお

ける灌漑事業活性化のための事業計画策定支援（有償資金協力専門家）」を実施し、①既存三

次水路整備地域において、効果的な灌漑用水利用に基づいた営農モデルの提案と、②近隣地

域への灌漑実施地区拡大に向けた戦略策定により、灌漑施設を利用した農業生産の拡大を図

る取り組みを基本とした灌漑活用のための活性化計画案を取りまとめた。 

その後、エクアドルにおいては地方分権化に伴い、灌漑排水事業の管轄機関が県へと更に

移管されることとなり、カタラマ川灌漑についても2011年12月にはロス・リオス県（以下県）

へと管轄が変わった。県では、カタラマ川灌漑の活性化を県の農業開発における1つの重点事

項として捉えており、「カタラマ川流域灌漑事業における灌漑事業活性化のための事業計画策

定支援（有償資金協力専門家）」による活性化計画案を基にした円借款事業「カタラマ川流域
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灌漑事業」の開発効果増大を目的とした協力要請をJICAに対し行った。 

 

 （2）当該国における農業セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

エクアドルは、2012年から2027年までを展望した国家灌漑計画を策定中であり、本計画に

基づき全国規模の灌漑に係る開発を進めていく予定である。また、本計画は、新規灌漑施設

の建設よりも既存灌漑施設の活用に重点を置いている。 

ロス・リオス県政府の2012年度の地域開発計画（Plan de Desarrollo y Ordenamiento Territorial 

Provincia de Los Ríos 2012）においても「生産の多様化」、「農業生産の活性化」が目標として

掲げられている。 

したがって、本プロジェクトは灌漑農業の普及を通じた農業生産の活性化、作物の多様化

を視野に入れており、エクアドル及びロス・リオス県政府の政策との整合性は高い。 

 

 （3）農業セクターに対するわが国及びJICAの援助方針と実績 

平成24年4月に策定された「対エクアドル共和国 国別援助方針」において、わが国は、「格

差是正と持続的発展」を開発援助の基本方針としている。本プロジェクトは、対エクアドル

国別援助方針で定められている、重点分野「格差是正」、開発課題「地域社会の開発促進・基

礎インフラ整備」に合致する。また、JICAはこれまで、カタラマ川流域灌漑事業の活性化に

向け、「エクアドル共和国 カタラマ川流域灌漑事業現況調査」、「カタラマ川流域灌漑事業援

助効果促進調査（Special Assistance for Project Implementation：SAPS）」や「カタラマ川流域灌

漑事業における灌漑事業活性化のための事業計画策定支援（有償資金協力専門家）」といった

支援を行ってきている。 

 

 （4）他の援助機関の対応 

他ドナーによる現在の灌漑分野における活動は確認されていない。ババオジョ市近郊に建

設されたババオジョ灌漑システムは、過去に米州開発銀行（Inter-American Development Bank：

IDB）の支援を受けていた。現在は、灌漑施設は県政府に引き継がれ、運営・管理は水利組合

に移管されている。 

 

３．事業概要 

 （1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本プロジェクトは、ロス・リオス県カタラマ川流域において、対象地域に適した灌漑農業

モデルを用いた農業振興体制を整備することにより、カタラマ川流域灌漑事業対象地区にお

ける土地利用の向上に寄与するものである。 

 

 （2）プロジェクトサイト/対象地域名 

カタラマ川流域灌漑事業対象地域/ロス・リオス県カタラマ川流域（カタラマ地区、シビン

ベI地区、シビンベII地区） 

 

 （3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

カタラマ川流域灌漑事業対象地域の農家約600戸 
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（4）事業スケジュール（協力期間） 

2013年2月から2016年1月までを予定（計36カ月） 

 

 （5）総事業費（日本側） 

約4.0億円 

 

 （6）相手国側実施機関 

ロス・リオス県政府（Gobierno Autónom Descentralizado Provincial de los Rios：GADPLR）経

済基盤部（Infrastructure Department）及び生産開発局（Production Development Department） 

 

 （7）投入（インプット） 

1）日本側 

専門家派遣：チーフアドバイザー、営農、灌漑技術、GIS、組織強化、業務調整等、3年

間で96月/人程度 

カウンターパート本邦研修：年間2名程度 

機材供与：活動用車両、GIS、事務機器、展示圃場用農業機械など 

プロジェクト活動経費 

2）エクアドル側 

カウンターパート配置：経済基盤部及び生産開発局から合計7名程度の技術者 

プロジェクト事務所：土地・建物 

プロジェクト活動経費 

 

 （8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1）環境に対する影響/用地取得・住民移転 

① カテゴリ分類 

C 

② カテゴリ分類の根拠 

「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010年4月公布）上、環境への望ましく

ない影響は最小限であると判断されるため、カテゴリCに該当する。 

2）ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

特になし 

3）その他 

特になし 

 

 （9）関連する援助活動 

1）わが国の援助活動 

・円借款事業「カタラマ川流域灌漑事業」（1988～2003年） 

・円借款事業事後評価（2005年） 

・カタラマ川流域灌漑事業現況確認調査（2009年） 

・「カタラマ川流域灌漑事業」援助効果促進調査（SAPS）（2010年） 



 

iv 

・「カタラマ川流域灌漑事業における灌漑事業活性化のための事業計画策定支援」（有償資

金協力専門家）（2011年） 

2）他ドナーなどの援助活動 

1978年にIDBはババオジョ灌漑排水事業を実施した。 

カタラマ灌漑地区に近いババオジョ灌漑地区にて、2009年現在も960名の会員からなる水

利組合によって、灌漑施設の運営維持管理が円滑に行われている。 

 

４．協力の枠組み 

 （1）協力概要 

1）上位目標： 

カタラマ川流域灌漑事業対象地区における土地利用が向上する。 

指標： 

対象地域の年間作付面積が○○haから○○％増加する。 

 

2）プロジェクト目標： 

対象地域に適した灌漑農業モデルを用いた農業振興体制が整う。 

指標： 

1 対象地域に適した作物ごとの技術体系と複数の営農類型からなる灌漑農業モデルが、経

営規模など（土地所有や雇用形態を含む）の農家のカテゴリー別に提示される。 

2 灌漑地区拡大計画が県の方針として採用される。 

 

3）成果及び活動 

成果1：展示圃場において、灌漑システムの運用及び維持管理が行われる。 

指標： 

1-1 灌漑システムの運用及び維持管理について、少なくとも○○％の農民が満足している。 

1-2 ベースライン調査時に比べ、水利費の徴収率が少なくとも○○％増加する。 

活動： 

1-1 土地所有、土地利用、灌漑施設の利用、三次水路導入のニーズなどを把握するための

ベースライン調査を行う。 

1-2 二次水路ごとに灌漑システムの運用及び維持管理状況を評価する。 

1-3 活動1-1及び1-2の結果を基に、対象地域の地理情報システム（Geographic Information 

System：GIS）を用いたデータベースを作成する。 

1-4 展示圃場が属する二次水路システムにおける、ロス・リオス県政府及び農民グループ

による灌漑施設の運用及び維持管理のモデル計画が作成される。 

1-5 活動1-4の計画を実施するため、ロス・リオス県政府及び農民グループに対して指導を

行う。 

1-6 活動1-4で作成された維持管理のモデル計画を対象地域全域に広めるために、他の二次

水路においても適用する。 
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成果2：展示圃場周辺の農家に灌漑営農技術が普及する。 

指標： 

2-1 展示圃場の近隣に住む少なくとも○戸の農家が展示圃場で学んだ灌漑営農技術を使用

している。 

活動： 

2-1 展示圃場の設置場所が選定され、展示圃場の利用計画が策定される。 

2-2 試験圃場を設置し、市場性などを考慮して選定した作物について、対象農家による技

術的な栽培実践可能性を検証し、対象地域に適した作物を特定する。 

2-3 展示圃場を実際に運営する。 

2-4 展示圃場でのワークショップやセミナーを通じて、展示圃場の近隣農民に対して灌漑

営農に関する技術指導を行う。 

2-5 灌漑農業に必要な経営に係るセミナー及びワークショップを開催する。 

 

成果3：カタラマ川流域灌漑事業対象地域における灌漑地区拡大計画が作成される。 

指標： 

3-1 灌漑地区拡大計画が作成される。 

活動： 

3-1 灌漑の利用拡大を阻害している要因を、ベースライン調査の結果及び過去に収集され

た情報を基に特定する。 

3-2 活動1、2及び活動3-1の結果を踏まえ、灌漑農業の普及及びこれを促進するための水利

システム維持管理強化や三次水路整備などの各戦略を策定する。 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

・現在、灌漑施設の利用者が少ないため、灌漑施設の維持管理状況も十分とはいえる状況

にない。また、カタラマ川流域の灌漑施設の管理主体がこれまで、4度にわたって変わっ

てきたため、管理に必要な情報が欠如している。したがって、成果1において、管理に必

要な情報を収集し、データベースを整え、それらの情報を基に適切な管理を行う。 

・灌漑施設の利用が進まない理由の1つは、対象地域の農民に対する灌漑営農に係る技術指

導サービスがないために、農民が灌漑施設を利用することのメリットを理解する機会が

ないことである。したがって、成果2において、農民に灌漑営農の利便性と有効性を実際

に展示する場、及び指導する場として展示圃場を設置し、灌漑の利用促進を通じた作付

面積の増加をめざす。 

・成果1、2は展示圃場を中心とした活動となっているため、対象地域への全域への効果の

波及は限定的となってしまう。そのため、成果3において、本件プロジェクト終了後の対

象地域全域への効果の波及を狙い、成果1、2をベースとした灌漑地区拡大計画を作成す

る。 

・成果1、2に係る活動を通じた、対象地域に適する灌漑農業モデルの開発に加え、成果3で

作成する灌漑地区拡大計画が県政府の方針として採用されることで、県政府の農業振興

体制が整備されることとなる。以上をもって、プロジェクト目標を達成することとする。 

・プロジェクトで作成予定の「灌漑地区拡大計画」のコンセプトは、県が別途作成してい
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るカタラマ川灌漑活性化構想をベースに、水利システム維持管理体制強化策、経営能力・

農業生産技術戦略、三次水路整備計画を盛り込むものである。 

・展示圃場での投資額、経営状況、収量などの情報を収集・整理したうえで、融資をはじ

めとする獲得可能な資金について検証し、農民による灌漑施設整備の促進支援策を灌漑

地区拡大計画の経営能力・農業生産技術戦略のなかに盛り込む。 

・本プロジェクトにおけるGIS導入は、プロジェクトに係る現状把握に活用することが主目

的であるため、県政府から要望が挙がっている県の戦略策定のためにGISを用いたシステ

ム構築は、本プロジェクトにおいては支援しない。 

・本プロジェクトでは、乾季における灌漑の利用促進を通じた作付面積の増加に重点を置

いていることから、展示圃場の規模、栽培作物、設置場所の選定などはプロジェクト開

始時に行われるベースライン調査の結果を基に早急に決定し、協力初年度の乾季から展

示圃場・試験圃場での活動に移行する。 

・水利組合（水利用者による水管理のための組合）の活動が低調である一方、農業生産組

合（作物ごと、地域ごとなどで農家が集まり、集荷・出荷などを効率的に実施するため

の組合）が農家の農業経営上、一定の役割を果たし、農家に対する影響力を有している

ことから、農業生産組合に灌漑管理や灌漑農業の推進の役割を担わせることの実現性や

妥当性も県政府とともに検証する。 

・本プロジェクト実施による灌漑水のアクセス及び収入面において小規模農家と大規模農

家の格差が拡大しないようにプロジェクト実施に際して十分配慮する。 

・カタラマ川流域灌漑事業の運営・管理主体がこれまでに4度変わってきたこともあり、対

象地域のあらゆる情報が現在の運営・管理主体であるロス・リオス県政府に蓄積されて

いない。したがって、本プロジェクト実施に際し、ベースライン調査の結果を基に、適

正な指標を立てる。 

・カタラマ川流域灌漑事業に係る調査などがこれまで既に複数回行われてきたことにより、

具体的な活動の実施が対象地域の農家から望まれている。ベースライン調査は本プロジ

ェクトを実施するうえで非常に重要であるが、それと並行して試験圃場及び展示圃を早

急に設置し、農家の目に見える活動を行っていくことが重要である。 

・本プロジェクトの目標は、対象地域における作付面積増大の土台をつくることにあるた

め、上位目標達成のためにはロス・リオス県政府の自立的な活動が不可欠となる。した

がって、プロジェクト終了後の活動計画の基礎となる灌漑地区拡大計画の策定にあたっ

ては、カウンターパート（Counterpart：C/P）を含むロス・リオス県政府の主体性の確保

が極めて重要となる。またプロジェクト終了後のビジョンを明確化することが重要であ

る。 

 

 （2）その他インパクト 

特になし 
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５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

 （1）事業実施のための前提 

・必要な人員と予算がエクアドル側で確保される。 

・プロジェクト対象地域において社会・経済状況が悪化しない。 

 

 （2）成果達成のための外部条件 

・天災によって対象地域の農業生産が被害を受けない。 

 

 （3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・ロス・リオス県政府が灌漑農業を政策として重視し続ける。 

 

 （4）上位目標達成のための外部条件 

・ロス・リオス県政府が灌漑地区拡大計画の実施に必要な十分な人員と予算を確保する。 

・ロス・リオス県政府が灌漑の維持管理主体であり続ける。 

 

６．評価結果 

本プロジェクトは、エクアドル政府及びロス・リオス県政府の政策並びにわが国の援助方針と

十分に合致しており、また計画の適切性が認められることから実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

モザンビーク「ショクエ灌漑スキーム小規模農家総合農業開発プロジェクト」（2007～2010年）

において、生産段階のみの支援だけではなく、マーケティング、加工なども含めた包括的な支援

の有効性が示されている。本プロジェクトにおいても、灌漑営農の技術面の支援に重点を置くが、

併せて灌漑農業に必要な経営面の支援も行う。 

 

８．今後の評価計画 

 （1）今後の評価に用いる主な指標 

4．（1）のとおり。 

 

 （2）今後の評価計画 

事業開始6カ月以内 ベースライン調査（土地所有・利用の現状、灌漑施設の維持管理状況、

三次水路導入のニーズなどの把握） 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了6カ月前 終了時評価 

事業終了3年後 事後評価 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査の背景と目的 

１－１－１ 調査名称と実施予定機関 

調査名： 

カタラマ灌漑事業活性化プロジェクト（仮称）詳細計画策定調査 

注：調査時のもの。正式なプロジェクト名は「カタラマ川流域灌漑事業活性化プロジェクト」 

先方実施予定機関： 

ロス・リオス県政府（Gobierno Autónom Descentralizado Provincial de los Rios：GADPLR） 

 

１－１－２ 調査の背景 

エクアドル共和国（以下、「エクアドル」と記す）において、1983年当時の農業セクターでは

農産物の生産性向上が課題となっており、灌漑施設の未整備がその一因として挙げられ、特に

コスタと呼ばれる海岸地域は農業地帯として重点的に開発が進められていた。 

このような状況の下、コスタにおいて、灌漑・排水施設を建設することにより、農産物の生

産増大及び生産性の向上を図り、農家の生計向上と地域経済の発展に寄与することを目的とし

て円借款事業「カタラマ川流域灌漑事業」（承諾：1988年2月、供与限度額85億9,400万円）が実

施された。しかしながら、同事業の対象地域における作付面積が当初計画に及ばないなど、期

待された効果が限定的であることが2005年9月に行われた事後評価において確認された。その原

因として、末端農地におけるインフラの未整備・未活用や、農業技術の不足が挙げられている。 

一方で、エクアドルにおける灌漑排水事業の管轄機関は変遷を繰り返し、カタラマ川灌漑事

業に係る管轄機関は、2005年以降でも、グアヤス川流域開発公社（Comisión de Estudios para el 

Desarrollo de la Cuenca del Río Guayas：CEDEGE）から2008年には国家灌漑庁（Instituto Nacional de 

Riego：INAR）、2011年には農牧漁業省（Ministerio de Agricultura, Ganadería, Acuacultura y Pesca：

MAGAP）の灌漑排水次官室（Subsecretario de Riego y Drenaje：SRD）へと変わり、灌漑事業の

活性化に向けたエクアドルによる具体的な取り組みが実施されていない状況であった。 

このようななか、カタラマ川流域灌漑事業の活性化に向けた事業計画を策定することを目的

として、国際協力機構（JICA）は2011年4月～7月に「カタラマ川流域灌漑事業における灌漑事

業活性化のための事業計画策定支援（有償資金協力専門家）」を実施し、①既存三次水路整備地

域において、効果的な灌漑用水利用に基づいた営農モデルの提案と、②近隣地域への灌漑実施

地区拡大に向けた戦略策定により、灌漑施設を利用した農業生産の拡大を図る取り組みを基本

とした灌漑活用のための活性化計画案を取りまとめた。 

その後、エクアドルにおいては、地方分権化に伴い、灌漑排水事業の管轄機関が県へと更に

移管されることとなり、カタラマ川灌漑についても2011年12月にはロス・リオス県へと管轄が

変わった。県では、カタラマ川灌漑の活性化を県の農業開発における1つの重点事項として捉え

ており、「カタラマ川流域灌漑事業における灌漑事業活性化のための事業計画策定支援（有償資

金協力専門家）」による活性化計画案を基にした円借款事業「カタラマ川流域灌漑事業」の開発

効果増大を目的とした協力要請をJICAに対し行った。 
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１－１－３ 調査の目的 

調査の目的は以下のとおりである。 

（1）エクアドル及び県における灌漑及び農地所有の現状、制度、関係組織について調査分析

する。特に、県は灌漑に関する情報を入手・更新中でもあり、最新の状況を把握するよう

心掛ける。 

 

（2）県の要請内容の確認を行うとともに、先方の灌漑に関する取り組み状況、保持するデー

タ、プロジェクト実施体制、人員配置、予算措置、施設の状況について確認する。特に要

請内容のうち、プロジェクトの成果の1つとなる「灌漑実施地区拡大計画書」のイメージに

ついて県側と認識の共有を図る。 

 

（3）対象地区で生産されている、または導入可能な作物の生産・価格動向を把握し、実証対

象候補を検討する。 

 

（4）県担当者とともにプロジェクト実施までに整備すべき事項〔実施体制、基本計画（目標、

成果、活動、投入）〕について検討を行う。 

 

（5）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）案、活動計画（Plan 

of Operations：PO）案、実施体制案、討議議事録（Record of Discussions：R/D）案について

ミニッツに取りまとめ、先方と合意する。特に県は、わが国の協力のカウンターパート

（Counterpart：C/P）機関となることは初めてであることから、プロジェクトにおけるC/P

及び日本人専門家の役割、協力後の効果の継続・拡大のために必要な対応策、C/P配置につ

いて確認のうえ、合意する。 

 

（6）評価5項目に沿ってプロジェクトの事前評価を行う。 

 

１－２ 調査日程 

現地調査は2011年7月1日（日）本邦発から2011年7月21日（土）本邦着で実施した。 

調査日程の概要は、付属資料1. 日程表を参照。 

 

１－３ 調査団構成 

本件調査の団員構成は以下のとおりである。 

 担当分野 氏 名 所  属 

1 総括 鈴木 博 JICA農村開発部 技術審議役 

2 協力企画 鈴木 俊康 JICA農村開発部 畑作地帯第一課 

3 灌漑営農 伊東 正樹 株式会社 オーテーシー 

4 評価分析 小笠原 暁 株式会社 VSOC 

5 通訳 櫻井 左千代 （財）日本国際協力センター 
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１－４ 面談者 

本計画策定調査において、主にロス・リオス県政府に対して聞き取り調査を実施した。関係機

関における主要面談者は付属資料2. に掲載した。 

 

１－５ 調査結果の概要 

１－５－１ プロジェクトの戦略 

本プロジェクトは、エクアドル、ロス・リオス県の円借款事業カタラマ川流域灌漑事業対象

地域において、作付面積増加のために、灌漑施設を利用した営農モデルを提供する。併せて、

灌漑施設の適正な利用モデルの確立し、農民グループによる灌漑施設の適切な維持管理の実施

をめざす。 

 

１－５－２ プロジェクトの枠組み 

（1）プロジェクトの名称 

和文名称：カタラマ川流域灌漑事業活性化プロジェクト 

英文名称：Project for Reactivation of Catarama River Basin Irrigation Project 

注：詳細計画策定調査におけるエクアドル関係機関との協議の結果、下記理由により、

以下の名称を変更することが適当と判断された。 

＜採択時名称＞ 

和文名称：カタラマ灌漑事業活性化プロジェクト 

英文名称：Project for the Reactivation of Catarama Irrigation 

 

（理由） 

本プロジェクトは、円借款事業カタラマ川流域灌漑事業の活性化を目的としていること

から、円借款事業の正式名称を本プロジェクトにも引用することとした。 

 

（2）協力期間 

2013年から3年間（予定） 

 

（3）プロジェクトの対象地域 

エクアドル、ロス・リオス県 

 

（4）協力相手国機関 

ロス・リオス県政府 

 

（5）プロジェクトのターゲットグループ 

カタラマ川流域灌漑事業の対象地域の農家約600戸 

 

（6）上位目標 

カタラマ川流域灌漑事業対象地区における土地利用が向上する。 
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（7）プロジェクト目標 

展示圃場を通じて、持続的な灌漑農業モデルが提案される。 

注：詳細計画策定調査時のもの。最終的なプロジェクト目標は、前掲の事業事前評価

表を参照のこと。 

（8）成果 

調査の結果、期待される成果として以下の3項目を定めた。 

成果1：展示圃場において、灌漑システムの適正な維持管理が行われる。 

成果2：展示圃場において、適切な営農が行われる。 

成果3：「カタラマ川流域灌漑事業対象地域における灌漑地域拡大計画」が策定される。 

注：詳細計画策定調査時のもの。最終的な成果項目は、前掲の事業事前評価表を参照

のこと。 

 

（9）活動 

上記の期待される成果に対応したそれぞれの活動は、下記のとおり。 

1-1 土地所有、土地利用、灌漑施設の利用、三次水路導入のニーズなどを把握するための

ベースライン調査を行う。 

1-2 二次水路ごとの灌漑施設の維持管理状況を評価する。 

1-3 活動1-1及び1-2の結果を基に、対象地域のGISマップを作成する。 

1-4 ロス・リオス県政府及び展示圃場に属するそれぞれの二次水路の農民グループ用の適

切な灌漑施設維持管理のモデル計画が作成される。 

1-5 活動1-4の計画を実施するため、ロス・リオス県政府及び農民グループに対して指導

を行う。 

1-6 活動1-4で作成された維持管理のモデル計画を対象地域全域に広めるために、他の二

次水路においても適用する。 

 

2-1 展示圃場の設置場所が選定され、展示圃場の利用計画が策定される。 

2-2 試験圃場を設置し、技術的な実現可能性を検証するとともに、市場性などを考慮し、

対象地域に適した作物を特定する。 

2-3 展示圃場を実際に運営する。 

2-4 展示圃場でのワークショップやセミナーを通じて、展示圃場の近隣農民に対して技術

指導を行う。 

2-5 灌漑農業に必要な経営に係るセミナー及びワークショップを開催する。 

 

3-1 灌漑の利用拡大を阻害している要因を、ベースライン調査の結果及び過去に収集され

た情報を基に特定する。 

3-2 活動3-1の結果を踏まえ、灌漑農業を促進するための戦略を策定する。 

注：詳細計画策定調査時のもの。最終的な活動項目は、前掲の事業事前評価表を参照の

こと。 
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 （10）日本側の投入 

1）長期専門家 

・チーフアドバイザー/営農 

・灌漑技術/灌漑計画 

・組織強化/普及/金融 

・GIS 

・業務調整 

・その他、必要応じて派遣 

2）機材供与 

・GIS（パソコンなど含む）など 

3）カウンターパートの研修 

・本邦研修、第三国研修（灌漑農業、灌漑管理、農民組織化など） 

4）プロジェクト運営予算など 

 

 （11）エクアドル側の投入 

1）プロジェクト・ディレクター及びプロジェクト・アドミニストレーター 

2）プロジェクト・スタッフ（農業技術者×2名、インフラ技術者×2名、コミュニティ開発

技術者×2名） 

3）予算（運営経費など） 

4）プロジェクト事務所（家具、基本的な機材・設備、電話、インターネット接続は完備） 
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第２章 協力分野の現状と課題 
 

２－１ エクアドル農業開発の現状と課題 

 （1）自然概況 

エクアドルは、南米大陸北西部の赤道下に位置する。国土は南北に縦走するアンデス山脈

によって3区分される。 

1）太平洋沿岸部地域（コスタ） 

コスタは、太平洋沿岸平坦地と、これに続くアンデス山系西部の傾斜地で形成される地

域で永年の洪水堆積により肥沃な土壌をもつ。北上するフンボルト海流（寒流）と、南下

する赤道暖流が当国沖合で会し、気候上の重要因子を形成する。 

これにより南部はペルー沿岸砂漠界に続く半砂漠地帯、北部コロンビア寄りは熱帯湿潤

地帯を形成しているが、赤道暖流の勢力の消長がこの地域の洪水、旱魃に大きく影響する。

降水量は南部ペルー寄りの80mmから北部コロンビア寄りの4,000mmと地域差が大きい。平

均気温は24℃、12月から5月が雨期である。コスタは一部の沿岸乾燥地を除き、おおむね気

候、水、地形・土壌に恵まれた地域といえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：World Climate（http://www.worldclimate.com/） 

図２－１ コスタ（グアヤキル）の平均気温 
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出所：World Climate（http://www.worldclimate.com/） 

図２－２ コスタ（グアヤキル）の降水量 

 

2）アンデス山系内部高原地域（シエラ） 

シエラ地域は、2つに分派したアンデス山系と、その横断的な二次的屈曲構造によって構

成される多くの盆地、高原地帯を形成している。 

北部、中部の土壌は概して火山性であり、南部では流出堆積によって形成されたものも

ある。域内諸河川が東西に流出する有効な排水経路として機能するため洪水問題は少ない

が、傾斜地の侵食が深刻な問題となっている。 

一般にアマゾンからの湿った空気は東側アンデス山脈によって遮られ、その裏側に位置

する盆地、高原地帯の降水量は少ないが、東側山脈が低く吹き抜けとなる部位では豊富な

雨量に恵まれており、地形によって多様な気候条件を有する。平均気温が10℃～18℃であ

るが、地形または高度によってはより低いケースがある。雨期は10月から5月、年間降水量

は300mm～3,000mmと局所変化が激しい。気象上の顕著な多様性と、土壌、水の制限要素が

あるが、ほとんどの土地が農業牧畜に利用されている。 

 

3）アマゾン東部地域（オリエンテ） 

アマゾン地域は、赤道地帯降雨パターンとして、3,000mm～6,000mmと多量の年間降水量

があり、平均気温は23℃～26℃を示している。 

 

 （2）灌漑の現状 

降雨量の絶対的不足や偏在からエクアドル農業では古くから灌漑が行われており、1460年

から1534年にかけてアンデス地帯を支配していたインカ民族は評価すべき灌漑組織を確立し

ていたといわれる。近代に至り、国は1936年に水法を制定し、1944年に灌漑事業団を発足さ

せ国営事業の実施にあたらせた。1966年にエクアドル水資源庁を創設し、技術的、法律的に

わたる水資源管理機能、水資源政策策定機能を付与し、また、灌漑国家計画策定を義務づけ

た。 

灌漑開発事業に関しては、主官庁であるMAGAPが管理せず、水資源庁のほか、コスタのグ

アヤス州、マナビ州をはじめとする各地域別に設立された地域機関が、国家開発審議会との
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直接協議を行って実施していた。この体制は1933年から実施された政府機関機構改革により

大きく変革された。水資源庁が調整した国家水資源計画によればエクアドルでは約310万haの

灌漑可能地があり、その内55万haが灌漑され、また43万haは民間により実施された1。 

 

２－２ エクアドルにおける灌漑開発に係る国家計画 

 （1）「2007～2010年 国家開発計画」（「市民革命のための計画」） 

コレア政権は2007年1月「2007～2010年 国家開発計画」（「市民革命のための計画」）を策

定した。同計画は変革のための8つの戦略及びそれを実施するための12の目標から構成されて

おり、各セクターが計画実施にあたり本計画に沿ったプログラムやアジェンダを掲げている。

代表的なものとして、国家経済プログラム（2007～2010）、社会アジェンダ（2007、2008）、

環境アジェンダ、教育計画（2006～2015）、青少年計画（2015）、女性機会均等計画（2015）、

外交計画（2006～2015）などがある。 

本国家開発計画の現状分析の項では貧困状況の推移が最初に掲げられており、1999年に比

較して2006年は貧困層が1％減少しているものの、依然として国民の38％が貧困下での生活を

強いられており、絶対数では貧困人口が増加していることが強調されている。特に農村部の

貧困状況は深刻であり、この状況改善をめざした施策が実施されていると推測することがで

きる。なお、国際協力の受け入れに関する政策方針は国家開発計画の1つである外交政策の7

つの柱のうち6番目に明記されている。 

また、国家開発計画の特徴として、以下の5点が挙げられる。 

① 国家としてのアイデンティティー 

② 予算に占める都市比率を33％ 

③ 非石油産業の多様化を促進 

④ 教育・保健指標の改善 

⑤ 貧困削減（具体策として中小・零細企業への支援策） 

 

 （2）「よい暮らしのための国家計画2009～2013」 

コレア政権は2009年11月「2007～2010年 国家開発計画」の後継計画として「よい暮らし

のための国家計画2009～2013」を策定した。その基調はエクアドル憲法改正に向けた諸変革

の方向性を示すものであり、以下の5点がその要素とされる。 

① 憲法及び民族主義革命 

② 民族革命 

③ 経済的、生産的、農業的革命 

④ 社会革命 

⑤ 尊厳と主権、ラテンアメリカ統合による革命 

 

「よい暮らしのための国家計画」は、ネオリベラリズム経済への決別と狭量な経済主義を

克服し、包括的持続的かつ民主的な経済戦略を促進する新しいパラダイムの適用を認めるビ

                                                        
1 「エクアドル共和国小規模灌漑組織改修計画・パラグアイ共和国農業農村再活性化計画プロジェクトファインディング調査

報告書」H8.3（社）海外農業開発コンサルタンツ協会 
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ジョンを探すことを目的としており、現実的な人間中心の過程から脱却した生物多元論に基

づいている。 

「よい暮らしのための国家計画」を具体化する12の変革の戦略は以下のとおり。 

① 生産手段、所有と組織の形式の多様化と豊かさの再配分の民主化 

② 輸入品の選択的代替をとおして経済の特殊化の後継者の育成 

③ 現実的生産性と輸出品、輸出業者及び世界市場の拡大 

④ 世界への戦略的主権的参入とラテンアメリカの統合 

⑤ 高等教育の形成と科学、技術及び革新の知識の移転 

⑥ 情報社会構築のための連結性と通信手段 

⑦ 依存エネルギーの転換 

⑧ 持続マクロ経済の枠組みにおけるよい暮らしのための投資 

⑨ 国家の枠組みにおける権利の保障と社会的連帯の組み入れと保護 

⑩ 自然遺産の知識、保護、持続可能性と共同体の観光の振興 

⑪ 地域の開発と整理、地方分権と非集中化 

⑫ よい暮らしのための民主的国家の構築 

 

２－３ エクアドルにおける灌漑事業に係る政策・法律 

２－３－１ 法律に基づいた組織体制 

エクアドルの灌漑排水事業は、法律に基づいて組織された中核機関であるエクアドル水資源

庁（Instituto Ecuatoriano de Recursos Hidráulicos：INERHI）（1966年11月、エクアドル農牧漁業省

水資源庁創設法）の責務において実施されてきた。その業務内容は次のとおりであった。 

① エクアドル内全水資源の管理 

② 国権をもって灌漑排水に関する諸政策、計画及び実施の策定、指導、調整を行う。 

③ 灌漑排水システム及び洪水制御につき、調査、実施を行う。 

また、エクアドルの灌漑排水事業の達成のために、INERHIの他にCEDEGE、アスアイ・カニ

ャール・モローナ・サンティアゴ経済復興センター（Centro de Reconversión Económica del Azuay, 

Cañar y Morona Santiago：CREA）、マナビ再建センター（Centro de Rehabilitación de Manabi：CRM）、

エクアドル南部地域開発計画（Programa Regional Ecuatoriano para el Desarrollo del Sur：

PREDESUR）の地方機関が設けられた。 

その後の政権交代や機構改革により、現在エクアドルの灌漑排水に係る計画や政策はMAGAP

が管轄している。 

 

２－３－２ 地方自治移管に関する法律・法令 

（1）現行憲法第263条 

現行憲法（2008年公布）の第263条に県政府の自治権が規定されている。その第5項に「県

政府が灌漑事業の計画・建設・運営・管理を管轄する」と記述されている。カタラマ灌漑

事業についてもロス・リオス県政府が運営・管理していくことが2011年7月に決定された［関

連する条文（スペイン語・英語）はボックス1のとおり］。 
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（2）決議0008号－CNC-2011（灌漑・排水システムの計画、構築、運用及びメンテナンスに係

る権限移譲に関する決議） 

国家管轄評議会（Consejo Nacional de Competencias：CNC）決議第0008号－CNC-2011の前

文において「灌漑システムの計画、構築、運用及びメンテナンスに係る権限の県自治政府

に対する移譲は、補足性、連帯、結束、補完性、地域間の公正さ及び市民参加の原則のほ

か、とりわけ開発の持続可能性の原則を強化する。開発の持続可能性は、地域の経済的・

生産的活性化に寄与し、その社会構造を強化するからである。」とされ、灌漑システムの計

画、構築、運用及びメンテナンスに係る権限の県自治政府に対する移譲について記述され

ている。本文中でも「国家及び県政府の計画に応じた新たな灌漑・排水のインフラを構築

するための県自治政府の権能とは別に、憲法に従い県自治政府に責任がある灌漑・排水シ

ステムの計画・構築・運用・メンテナンスに関し、本決議の条項に従った管理モデルを遵

守しながら、次のシステムについて権限を行使し、効果的に引き受ける。」と述べられてい

る（関連する決議条文はボックス2のとおり）。 

ボックス1：県政府の自治権に関する憲法の条文 
○現行憲法第263条 
<スペイン語原文> 
Art. 263.- Los gobiernos provinciales tendrán las siguientes competencias exclusivas, sin perjuicio de las otras que 
determine la ley： 
1. Planificar el desarrollo provincial y formular los correspondientes planes de ordenamiento territorial, de manera 

articulada con la planificación nacional, regional, cantonal y parroquial. 
2. Planificar, construir y mantener el sistema vial de ámbito provincial, que no incluya las zonas urbanas. 
3. Ejecutar, en coordinación con el gobierno regional, obras en cuencas y micro cuencas. 
4. La gestión ambiental provincial. 
5. Planificar, construir, operar y mantener sistemas de riego. 
6. Fomentar la actividad agropecuaria. 
7. Fomentar las actividades productivas provinciales. 
8. Gestionar la cooperación internacional para el cumplimiento de sus competencias. 

En el ámbito de sus competencias y territorio, y en uso de sus facultades, expedirán ordenanzas provinciales. 
<英語条文> 
Article 263. Provincial governments shall have the following exclusive jurisdictions, without detriment to others as 
established by law： 
1. To plan provincial development and draw up the respective land use development and management plans in coordination 

with national, regional, canton and parish planning. 
2. To plan, build and maintain the road network within the scope of the province, not including urban zones. 
3. In coordination with the regional government, to execute works in watersheds and micro watersheds. 
4. Provincial environmental management. 
5. To plan, build operate and maintain irrigation systems. 
6. To foster the farm and livestock activities. 
7. To foster provincial production activities. 
8. To secure international cooperation for the fulfillment of their competences. 

Within the scope of their jurisdictions and territory, and in the exercise of their powers, they shall issue provincial 
ordinances. 
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２－３－３ 国際協力に関する法律・法令 

（1）決議0009号－CNC-2011（国際協力の権限などに関する決議） 

国家管轄評議会決議第0009号－CNC-2011前文において、県政府の国際協力に関する権限

について「県、市、郡（パロキア）の地方自治政府に対し、それぞれの行政管轄分野に従

って、国際協力業務実施の権限を移管することは、国際社会との主権的協力の枠組みにお

いて、全面的地域開発の促進に貢献することから、結束、連帯、連携、連帯責任、補完性、

補足性、地域間の均衡、市民参加の原則、開発の持続可能性を強化する。」と規定されてい

る。本文中でも「地方自治政府は、所轄する権限及び領土区分の範囲において、本決議の

定めるところに従い、国際無償協力に関する地方総括、計画、調整、統制、管理の権限を

有する。」とされている（関連する決議条文はボックス3のとおり）。 

ボックス2：決議0008号‒CNC-2011（灌漑・排水システムの計画、構築、運用及びメンテナンスに係る権限移譲
に関する決議） 

 
第1条 権限の移譲 
 本決議で規定される条件の下で、灌漑・排水システムの計画、構築、運用及びメンテナンスに係る権限を県

自治政府に移譲する。 
第一章 管理の範囲とモデル 

第2条 移譲の範囲 
 国家及び県政府の計画に応じた新たな灌漑・排水のインフラを構築するための県自治政府の権能とは別に、

憲法に従い県自治政府に責任がある灌漑・排水システムの計画・構築・運用・メンテナンスに関し、本決議の

条項に従った管理モデルを遵守しながら、次のシステムについて権限を行使し、効果的に引き受ける。 
1. 本決議に先立ち、灌漑・排水の運営・運用・メンテナンスが、灌漑利用者評議会・組合（las juntas o 

asociaciones de regantes）に移管された公共灌漑システムのケース。この場合、国家・県の関連規定を遵
守しながら、灌漑利用者評議会・組合が運営・運用・メンテナンスと社会的管理を維持する。権限行使

のためのその他の権能はすべて移管対象となる。 
2. 本決議に先立ち、灌漑・排水の運営・運用・メンテナンスが灌漑利用者評議会・組合に移管されない公
共灌漑システムのケース。この場合、権限行使に係るすべての権能が県政府に移譲される。 

3. 県政府が現在管理を実施している公共灌漑システムのケース。この場合、権限行使に係るすべての権能
が県政府に移譲される。 

4. 灌漑・排水の運営・運用・メンテナンスが現在コミュニティによって実施されているコミュニティ公共
灌漑システムのケース。この場合、コミュニティは、国家・県の関連規定を遵守しながら、灌漑・排水

の運営・運用・メンテナンスと社会的管理を維持する。 
5. コミュニティに排他的権限が付与されている公共灌漑システムのケース。この場合、運営・運用・メン
テナンスはコミュニティが担当するが、国家・県の関連規定を遵守する必要がある。 

6. 個人あるいは共同の灌漑システムのケース。この場合、運営・運用・メンテナンスは法律基づき、個人
が実施するが、国家・県の関連規定を遵守しなければならない。 

7. 既存あるいは今後建設予定の公共排水システム。この場合、権限行使に係るすべての権能が県政府に移
譲される。 

第36条 ロス・リオス 県自治政府 
 ロス・リオス県自治政府に対して、次の移管を実施せよ。 
Catarama システム及び将来構築予定のその他の灌漑・排水システムにおける地域統轄、規制、計画、制御及び
管理 

1. 運営・運用・メンテナンスを除く、地域統轄、規制、計画、制御及び管理。これらに関しては、Babahoyo
システムにおいて共同管理活動を実施する。 

2. 管轄区内の個人・共同灌漑システム及びコミュニティ灌漑システムの地域統轄、規制、計画、制御及び
管理 

出所：JICAエクアドル事務所（翻訳） 
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２－３－４ 土地収用に関する法律 

（1）現行2008年制定憲法第323条 

社会開発のための計画実施、持続可能な環境管理、公共福祉の目的実現のために、法律

に従って公平な資産の査定、補償及び支払を実施して、政府機関は公共利用または社会・

国家利益のため財の収用を宣言できる。強制収用はいかなる場合にも認められない。とさ

れている［条文（スペイン語・英語）はボックス4のとおり］。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カタラマ川流域灌漑事業に係る土地収用の問題については、「カタラマ川流域灌漑事業」

における灌漑事業活性化のための事業計画策定支援専門家報告書において、「2009年の本事

業のCEDEGEからINARへの引継ぎ時に用地収用補償に関する記録が受け継がれなかったた

め、現時点での未払い額は不明である。現在未払いの用地収用補償費に関する農家の不平

は以前と比べて下火になっているとのことであるが、この問題はいつまでもくすぶり続け、

事業の活性化の阻害要因となることが懸念される。」と記述されている。 

現状においても住民からの施設に対する不満・不平は残っている。県政府としても

ボックス4：土地収用に関する憲法の条文 
○現行憲法第323条 
<スペイン語原文> 
Art. 323.- Con el objeto de ejecutar planes de desarrollo social, manejo sustentable del ambiente y de bienestar colectivo, 
las instituciones del Estado, por razones de utilidad pública o interés social y nacional, podrán declarar la expropiación de 
bienes, previa justa valoración, indemnización y pago de conformidad con la ley. Se prohíbe toda forma de confiscación. 
 
<英語条文> 
Article 323. For the purposes of implementing plans for social development, sustainable management of the environment 
and public welfare, State institutions may, for reasons of public utility or social and national interest, declare the 
expropriation of goods, following fair appraisal, compensation and payment pursuant to the law. Any manner of 
confiscation is forbidden. 

ボックス3：決議0009号‒CNC-2011（国際協力の権限などに関する決議） 
 
第2部 地方自治政府 
第11条.- 地方自治政府 
 地方自治政府は、所轄する権限及び領土区分の範囲において、本決議の定めるところに従い、国際無償協力

に関する地方総括、計画、調整、統制、管理の権限を有する。 
 
第12条.- 地方総括 
 各地方自治政府は、所轄する権限及び領土区分の範囲において、国家政策及び指針に従い、国際無償協力実

施のために、地域の特性を識別する地域政策及び指針を発行することができる。 
 
第13条.- 計画 
 各地方自治政府は、所轄する権限及び領土区分の範囲において、国際無償協力の実施を組織立てるため、地

域における計画、戦略、あるいは行動計画を制定する。このため、各管轄分野に応じ、地域政策、開発計画、

区画整理法、また、国際無償協力実施に関する国家政策、国家指針を考慮すること。 
 同様に、各地域の開発計画及び区画整理法により定められた優先事項を考慮したうえで、地域における国際

無償協力の需要・供給を整理し、所掌分野に関する国際協力プログラム、プロジェクトを計画する権限を有す

る。 
 
第14条.- 調整 
 各地方自治政府は、所轄する権限及び領土区分の範囲において、国家規格・政策を遵守したうえで、それぞ

れの地域開発計画及び区画整理法において定義され、優先事項とされた地域の需要に対し、国際無償協力の供

給の整合性を保証するよう、国際無償協力の実施を調整するための地方規範を発行することができる。同権限

は憲法及び法律により認められている。 
出所：JICAエクアドル事務所（翻訳）
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MAGAPグアヤキル統合事務所に土地収用の現状などについてのレターを送付して確認を

試みているが、MAGAPグアヤキル統合事務所の対応は迅速ではなく、現在でも明確な回答

は得られていない。 

 

２－３－５ 国家灌漑開発計画 

現在、MAGAPは国家灌漑開発計画（Plan Nacional de Riego y Drenaje 2012－2027）を策定して

おり、2012年7月時点において議会の承認待ちの状態である。新規の灌漑スキーム建設よりも既

存スキームの改修に重きを置いた計画内容となっている。特定の灌漑スキームに言及はされて

いないが、重点目標2として、 

・灌漑面積拡大に向けてのガイドライン 

・中小農家支援の重視 

・既存施設の改修 

・水の分配の公平性 

・改修・新規工事における環境配慮 

が掲げられている。 

新しい国家灌漑開発計画の背景にある新しいフレームワークとして、事実、需要、社会参加

の下での統合的な開発計画（MAGAP及び県政府）を基に、灌漑の統合的開発及び組織管理、環

境管理、灌漑・排水の技術管理の3つを組み合わせた新しいパラダイムを提示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：「 Plan Nacional de Riego y Drenaje 2012-2027」

（MAGAP提供プレゼンテーション資料） 

図２－３ 新しいパラダイムのイメージ図 

 

国家灌漑開発計画の具体的な戦略目標として、 

・目標1：すべての灌漑・排水の適用範囲の拡大及び社会効率性、経済・環境の改善 

・目標2：持続可能かつ効率的な手法による、灌漑・排水システムの共同管理及び管理を委託

するための灌漑従事者と灌漑管理グループの強化 

                                                        
2 調査団入手情報 
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・目標3：権限移譲及び分権化の要素として、灌漑・排水の包括かつ統合的な政策の向上のた

めの関係機関の強化及び国家の能力強化 

・目標4：灌漑用水への公平なアクセスの確保するための再組織化及び再配分の持続可能なプ

ロセスの推進 

・目標5：現在世代と後世に配慮した灌漑用水の質・量の改善の5つが示されている。 

 

２－４ エクアドルにおける灌漑事業の実施体制 

２－４－１ 中央政府における実施体制 

（1）農牧漁業省（MAGAP） 

大統領令により2007年11月に灌漑事業の管轄のためMAGAPの機関としてINARが設立さ

れた。カタラマ灌漑事業は2008年4月にCEDEGEから移管されたあと、INARが管轄してきた。

その後、2010年11月の大統領令でINARのMAGAPへの統合が指示され、INARはMAGAP農

村開発副大臣の下の灌漑排水次官室（SRD）と改組されることになった。半年の移行期間の

後2011年6月より、現行の組織体制となっている。なお、カタラマ灌漑事業は、MAGAPの

グアヤキルにある地域統括事務所により管轄されている。 

MAGAPは2011～2027年を展望した国家灌漑開発計画（Plan Nacional de Riego y Drenaje 

2012-2027）を策定しており、2012年7月現在、その発効に向け議会の承認をまっている段階

である。 

MAGAPは、国民生活のゴールである「良い生活」から灌漑事業の上位目標、目標、灌漑

事業の原理、方針、灌漑の管理モデルを示し（図２－４の水平線で分けられた上部）、実際

の運営管理をCNC決議を基に県政府が担い、多目的・システム、県政府レベル、国家レベ

ルに跨る施設の活用などを中央政府/SRD室が管轄していく（水平線で分けられた下部）と

いう概念図を整理している。中央の水平線は政策レベル（政治レベル）と実施レベル（実

務レベル）の区分を示しており、実施方針・実施体制全体が、決定された国家計画・政策

などを根拠に実施されているという概念を示している。（図２－４参照） 
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出所：MAGAP提供資料（調査団により英訳及び左部の矢印・説明文加筆） 

図２－４ MAGAPによる灌漑・排水事業の概念的な流れ 

 

中央政府レベルにおいては、政府の機構は大きく変わっていないとのこと。MAGAP中央

政府の組織図はホームページから入手可能である。組織図は図２－５のとおり。 

 

FRAMEWORK FOR INTERVENTION IN IRRIGATION AND DRAINAGE
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出所：MAGAP HP（http://www.magap.gob.ec/mag01/index.php?option=com_content&view= article&id= 

180&Itemid =194）及び「カタラマ川流域灌漑事業」における灌漑事業活性化のための事業計
画策定支援専門家派遣家報告書を基に調査団作成。 

図２－５ MAGAPの組織図 

 

（2）MAGAPから県への灌漑事業の権限移譲 

2011年7月国家管轄評議会決議第0008号により、灌漑システムの計画、構築、運用及びメ

ンテナンスに係る権限の県政府に対する移譲が行われた。同決議第36条ロス・リオス県自

治政府の項で、以下の事項の移譲が定められている（上記条文も参照）。 

1）カタラマ灌漑システム及び将来構築予定のその他の灌漑・排水システムにおける地域統

括、規制、計画、制御及び管理 

2）運営・運用・メンテナンスを除く、地域統括、規制、計画、制御及び管理。これらに関

してはババホヨ灌漑システムにおいて共同管理活動を実施する。 

3）管轄区内の個人・共同灌漑システム及びコミュニティ灌漑システムの地域統括、規制、

計画、制御及び管理 

権限移譲に係る具体的な業務は2011年11月以降から進められており、その作業は現在も継

続されている。 

 

２－４－２ ロス・リオス県における実施体制 

（1）県政府の実施体制 

県（分権自治政府）の体制は、県議会の下の県知事が首長（4年任期）で、農業開発につ

いては生産開発部の生産開発課の担当となっている。生産開発課では、カタラマ灌漑シス
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テムを含む県内のモデル農場における普及活動を専ら行っている。カタラマ灌漑システム

を管理・運営する灌漑・排水課（今後部として独立予定）はインフラ整備部（点線部分）

に属し、施設の大規模な補修やメンテナンスについてはインフラ整備部が主導する。また

政策の企画や立案は計画部が行っており、今後カタラマ灌漑システムの運営にはこれら関

連各部局の連携が重要となる。ロス・リオス県の組織図は図２－６のとおり。点線内はイ

ンフラ整備部を示している。県政府の人員は約200名である。 

県政府の予算は約54百万ドル（2012年）、約62百万ドル（2011年）であり、2012年には中

央政府から18百万ドルの予算が別途支給されており、約73百万ドルになる。灌漑システム

の計画、建設、維持管理に対しては、2.5百万ドル（2012年）、3.45百万ドル（2011年）の予

算が計上されている。2011年においては、事業活動運営費に1.05百万ドル、施設維持管理費

に2.40百万ドルが計上されている。ロス・リオス県の2011年、2012年の年間予算は表２－１

のとおり。 
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DIRECCION DESCONCENTRADA ZONA NORTE (北部ゾーン部)

PATRONATO PROVINCIAL (県の支援)

Unidad de Coordinacion Desarrollo

Productivo

 (生産開発調整課)

Unidad de Coordinacion

Fomento Productivo

(振興生産調整課)

UNIDAD DE RIEGO Y

DRENAJE

(灌漑･排水課)

UNIDAD DE

ESTUDIOS DE LA

INFRAESTRUCTURA

 (インフラ調査課)

UNIDAD DE

CONSTRUCION DE LA

INFRAESTRUCTURA

 (インフラ建設課)

UNIDAD DE

CONSERVACION DE LA

INFRAESTRUCTURA

 (インフラ保全課)

UNIDAD DE

CONTRATACIONES

 (契約課)

UNIDAD DE CAMPAMENTO TALLERES

Y EQUIPOS (整備工場･施設課)

DIRECCION

FINANCIERA (財務部)

DIRECCION ADMINISTRATIVA

 (管理部)

SECRETARIA GENERAL

 (事務局長)

UNIDAD DE

CONTABILIDAD

(会計課)

UNIDAD DE

PRESUPUESTO

 (予算課)

UNIDAD DE TECNOLOGIAS DE LA INFORMACION

Y COMUNICACIONES TICS

 (情報技術とコミュニケーションICT課)

UNIDAD DE SERVICIOS

GENERALES (一般サービス課)

UNIDAD DE

ADMINISTRACION DE RR

HH

 (人的資源管理課)

UNIDAD DE PROSECRETARIA

 (事務局課)

UNIDAD DE DOCUMENTACION

Y ARCHIVO

(文書･アーカイブ課)

DIRECCION DE PLANIFICACION (計画部)

DIRECCION DE DESARROLLO DE LA

INFRAESTRUCTURA

(インフラ開発部)

DIRECCION DE DESARROLLO PRODUCTIVO

 (生産開発部)

UNIDAD DE GESTION DEL

TERRITORIO (土地管理課)

UNIDAD DE GESTION DE

PROTECTOS (プロジェクト管理課)

UNIDAD DE GESTION DE AMBIENTE Y

RIESGOS (環境及び危機管理課)

UNIDAD DE

FISCALIZACION

 (監査課)

DIRECCION DE

PROCUDADORIA S INDICA

 (顧問弁護士部)

COORDINACION DE  COMUNICACION

SOCIAL Y ATENCION CIUDADANA

 (社会コミュニケーション･緊急調整部)

DIRECCION DE AUDITORIA INTERNA

 (内部監査部)

UNIDAD DE AUDITORIA DE GESTION Y EXAMENES

ESPECIALES FINANCIERO

 (管理･財政特別試験監査課)

UNIDAD DE AUDITORIA TECNICA

 (会計監査技術課)
UNIDAD DE CONVENIOS Y

CONTRATOS

(協定及び契約課)

UNIDAD DE PATROCINIO

JUDICIAL

 (司法スポンサーシップ課)

UNIDAD DE COMUNICACIÓN SOCIAL

RELACIONES PUBLICAS Y PROTOCOLO

(社会コミュニケーション･広報･プロトコル課)

UNIDAD DE COMUNICACIÓN

ORGANIZACIONAL Y ATENCION

CIUDADANA

 (組織コミュニケーション･緊急課)

PREFECTO  VICEPREFECTO  ALCALDES

REPRESENTANTES DE JUNTAS

 PARROQUIALES

(知事、副知事、市長、教区委員会の代表者)

CONSEJO PROVINCIAL DE LOS RIOS

 (ロス･リオス県審議会)

COMISIONES

ESPECIALES

 (特別委員会)

COMISIONES PERMANENTES

(常設委員会)

ESTRUCTURA ORGANICA (組織構造)

PREFECTO (知事)

COMITE DE GESTION

ESTRATEGICA

(戦略管理委員会)

UNIDAD DE GESTION DE CREDITOS Y

COOPERACION INTERNACIONAL

 (融資管理･国際協力課)

VICEPREFECTO

(副知事)

図２－６ ロス・リオス県組織図 

出所：ロス・リオス県提供資料（調査団により和訳） 
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表２－１ ロス・リオス県政府の予算 

活動のための機関戦略（2011年） 

戦略的目標（OEI） 
戦略的目標の 

ための予算（ドル）

国家計画、地域、郡、教区と協同した地帯設定（ゾーニング）のための県開発

計画及び計画策定 
320,000

県における環境管理 424,900

農業活動の促進 3,670,000

県内の生産活動の促進 4,820,000

都市部を含まない県の道路システムの計画、建設、維持 40,610,000

河川流域及び流域の施設の中央政府との協同運営 1,000,000

灌漑システムの計画、建設、維持管理 2,500,000

県政府の方針に沿った地域（投資プロジェクトの資金）の社会的弱者のために

政府機関やNGOへの技術支援及び財政的支援の提供 
271,301

優先すべきグループの包括的なケアのためのプロジェクトの推進 1,274,320

機関のプロセスに基づいた効率的及び高品質な迅速な対応 94,117

総予算 62,328,671.59

 

活動のための機関戦略（2012年） 

戦略的目標（OEI） 
戦略的目標の 

ための予算（ドル）

国家計画、地域、郡、教区と協同した地帯設定（ゾーニング）のための県開発

計画及び計画策定 
320,000

県における環境管理 424,900

農業活動の促進 3,670,000

県内の生産活動の促進 4,820,000

都市部を含まない県の道路システムの計画、建設、維持 40,610,000

河川流域及び流域の施設の中央政府との協同運営 1,000,000

灌漑システムの計画、建設、維持管理 2,500,000

県政府の方針に沿った地域（投資プロジェクトの資金）の社会的弱者のために

政府機関やNGOへの技術支援及び財政的支援の提供 
271,301

優先すべきグループの包括的なケアのためのプロジェクトの推進 1,274,320

機関のプロセスに基づいた効率的及び高品質な迅速な対応 94,117

総予算 54,984,638

（中央政府） 18,251,488

総合計 73,236,126

出所：ロス・リオス県提供資料（調査団により和訳） 

 

灌漑施設の維持管理については、インフラ整備部（Direccion de de Infraestructura）の下に

灌漑・排水課（Unidad de Riego y Drenaje）が設立された。2012年10月を目途に灌漑・排水

課は灌漑・排水部（Departamento de Riego y Drenaje）に格上げされる予定である。インフラ

部の詳細の組織図は図２－７のとおり。管理部門については、部内に設けられることにな
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ると思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：ロス・リオス県提供資料（調査団により日本語訳加筆） 

図２－７ インフラ部組織図 

 

2012年から灌漑・排水課には予算が付けられており、詳細は以下のとおり。合計で1.57

百万ドル（2012年）の予算が計上されている。 

 

表２－２ 灌漑・排水課の予算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ロス・リオス県提供資料（調査団により和訳） 

 

DIRECCIÓNDE INFRAESTRUCTURA (インフラ整備部)

CONTROLDE PROCESOS Y SECRETARIA

(工程管理及び事務局)

ADM. DIRECTA

(管理担当長)

CONVENIOS

(協定)

CONSERVACION

(保全課)

COMISARIA VIAL

(道路委員)

DIRECCION

(部)

ESTUDIOS Y 
PROYECTS

(調査及びプロジェクト

課)

EQUIPO 
CAMINERO

(車両機材)

CONSTRUCCIONES

(建設課)

RIEGOY DRENAJE

(灌漑･排水課)

ELECTRIFICATION

(電化)

PROC. PRECON.

(事前契約手続)

ADM. CONTRATOS

(監理･契約)

DISENOS

(設計)

LABORATORIO
SUELOS

(地質研究)

TOPOGRAFIA

(地形･測量)

項目 合計 (ドル)
A. Equipo de Operación/Oficinas Unidad de Riego y Drenaje
     (運営機材/灌漑･排水課事務所)
    1. Remodelación de oficina GPLR-Unidad de Riego y Drenaje
         (灌漑･排水課の事務所の移転) 95,460                     
    2. Vehículos: (車両) 81,870                     
    3. Equipos de Oficina (事務所機材) 16,030                     
    4. Equipos de Información e Investigación (情報及び調査機材) 9,640                       

合計 (A) 203,000                   
B. Costos de Operación y Mantenimiento del Sistema de Riego Catarama
     (カタラマ灌漑システムの維持管理･メンテナンス経費)
     1. Costos de las Obras (施設工事経費) 27,000                     
     2. Costo de Mantenimiento de Obra　(施設メンテナンス経費) 560,585                   
     3. Estudios y Diseños: (調査及びデザイン) 782,657                   

合計 (B) 1,370,242.18           

総合計 (A＋B) 1,573,242.62           

ロス･リオス県政府

灌漑･排水課2012年事業計画(PLAN DE INVERSION)
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（2）生産開発部 

生産開発部（Direccion de Desarrollo Productivo）は、振興生産調整課（Unidad de Coordinacion 

Fomento Productivo）と生産開発調整課（Unidad de Coordinacion Desarrollo Productivo）に分

かれている。それぞれ計画部門、実施部門役割を担っている。総人員は50名程度である。

農業技術の普及を担っている。 

 

（3）県政府による普及体制 

現在、生産開発部は農村変化ユニット（La Unidad de Cambio Rural：UCR）という農業普

及プロジェクトを通して、農業振興を行っている。UCRとは、貧困撲滅のための方針を与

える新たな開発モデルであり、貧困層を開発の目的・手段として彼らのための社会的・経

済的変容を達成するものである。農作物、畜産、養殖、養蜂等と多岐にわたっている。 

UCRは、現在県内の262のコミュニティに対して実施されている。養豚、養鶏、養蜂、有

機園芸、水産など多岐にわたる約500プロジェクトを実施している。薬（動物への予防接種）、

餌、建築資材、家畜の専門家の傭上費を生産開発部の予算から出している。カタラマ灌漑

地区には11のUCRプロジェクトが展開されている。 

実施に際しては、最短でも期間は3年間、コミュニティと契約を結んで実施する。対象は

20～25名程度のコミュニティが多い。対象コミュニティは農民組合とは違い、登録はして

おらず、法的な地位もない。 

現在、ロス・リオス県内で4つのチームが技術普及を担当している。県を東西南北の4区

域に分けて、農政、獣医師、流通、社会学、カカオの専門家でチームを組み、県内を巡回

し技術指導を行っている。技術者は計50名、車両は20台を保有している。 

 

（4）MAGAP県支所 

MAGAPは、カタラマ灌漑システムの管理・運営にあたる灌漑技術事務所をベンタナス市

に設置し、11名のスタッフと20万ドルの予算により灌漑施設の維持管理と運用を行ってき

た。 

灌漑施設の維持管理に係る権限が県政府に移管されたことから県レベルには灌漑施設の

担当部署はなく、現在当事務所の建物は県の灌漑・排水課の事務所として譲り渡されてい

る。 

MAGAP県支所の組織図は図２－８のとおり。 
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出所：MAGAP県支所提供資料（調査団により日本語訳） 

図２－８ ロス・リオス県支所組織図 

 

MAGAPロス・リオス県支所の人員は合計で53名。そのうち農業普及担当6名である。年

間予算は200万ドル程度とのこと。 

各部署の活動内容は表２－３のとおり。 

 

表２－３ MAGAP県支所の主要部署の業務 

部署名 活動内容 

財務管理課 県支所の財務管理及び県支所全体の管理業務 

法律顧問課 法的手続き・契約などに対する顧問弁護士による法的アドバイス業務 

コミュニケーション課 県内外の関係機関とのコミュニケーション、外部に対する広報業務 

計画課 県支所の活動計画・企画・調整などの業務 

土地課 土地の登記に関する情報管理・登録等業務 

革新技術課 新しい農業技術の開発・研究業務 

農牧課 県における農業牧畜行政に関する業務、農業普及業務 

食肉課 県における食肉行政に関する業務 

農業保険課 県における農業保険に関する業務 

養殖・水産課 県における養殖・水産行政に関する業務、普及業務 

サービス窓口 住民に対するサービスの窓口・相談業務 

情報ゾーン課・国家農業情

報システム 

県・ゾーンにおける農業情報管理業務、国家情報システムへの県・ゾー

ンにおける農業情報の提供・調整業務 

出所：調査団作成 

 

財務管理課

財務管理

県支所長

法律顧問課

コミュニケーション課計画課

土地課 革新技術課
農牧課

食肉課

農業保険課

養殖・水産課

　・サービス窓口窓口
　・情報ゾーン課
　・国家農業情報システム

県支所次長
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２－５ カタラマ川流域灌漑事業  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 箇所名 南緯 西経 標高（m） 

① シビンベ頭首工 1度26.174分 79度31.505分 99 

② カタラマ揚水機場 1度29.070分 79度28.257分 29 

③ シビンベ・サイフォン 1度33.382分 79度27.249分 34 

④ カタラマ排水機場予定地 1度30.209分 79度28.559分 27 

⑤ シビンベ排水機場予定地 1度30.209分 79度31.559分 17 

図２－９ カタラマ灌漑事業地図 

 

２－５－１ 円借款事業カタラマ川流域灌漑事業の背景 

（1）開発計画の概要 

1）概要 

エクアドル第一の商業都市であるグアヤキルの北東約90㎞のカタラマ川流域において、
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総面積8,720ha（灌漑面積6,090ha）の灌漑開発を行い、米、大豆、トウモロコシなどの生

産の増大と農業生産性の向上を図るとともに、農家所得の確保と地域経済の発展に資す

ることを目的としている。本計画は、シビンベ川（カタラマ川の支流）を水源として重

力式でカタラマ川の左岸の灌漑開発を図るシビンベ計画と、カタラマ川の水をポンプで

揚水して同川右岸の灌漑開発を図るカタラマ計画及びラス・ピエドラス計画、北西地区

計画の4つの計画により構成されている（表２－４）3。 

 

表２－４ 開発計画面積 
（単位：ha） 

開発計画 
灌漑 

排水改良 天水利用耕作 開発面積計
開発面積 作付面積

① シビンベ灌漑・排水計画 3,860 3,470 （1,840） ― 3,860 

② カタラマ揚水灌漑・排水計画 2,590 2,330 （1,330） ― 2,590 

③ ラス・ピエドラス灌漑計画   320   290 ― ―   320 

④ 北西地区排水改良計画 1,950 ― 1,320  1,950 

計 8,720 6,090 
1320 

（2,270）
630 8,720 

注：表の開発計画③は、財政収支が弱く、経済的な妥当性が低いこと、④は地区内が少数の大規模所有

者により占有されていることを理由に実施されなかった4。 

 

2）開発計画 

灌漑を同一水源に求め得る左岸北部地区と左岸南部地区を対象としたシビンベ灌漑・

排水計画、排水系統が統合できる右岸北部地区とプエブロビエッホ地区を対象としたカ

タラマ揚水灌漑・排水計画、東部丘陵地区を対象としたラス・ピエドラス灌漑計画、北

西部地区を対象とした北西部地区排水改良計画が策定された（このうちシビンベ灌漑・

排水計画とカタラマ揚水灌漑・排水計画のみが実施された：表２－４）。 

 

（2）経緯 

1）概要 

円借款事業「カタラマ川流域灌漑事業」（L/A NO.EC-P4）は、灌漑施設を建設すること

による農産物の生産量増大をとおして、農家の生計向上と地域経済の発展に寄与するこ

とを目的に実施された。しかしながら、同事業の対象地域であるロス・リオス県のカタ

ラマ川流域における作付面積が当初計画に及ばないなど期待された効果が発現していな

い状況であることが2005年9月に行われた事後評価において確認された。その原因として

末端農地の未活用やインフラの未整備、農業技術の不足などが挙げられている5。 

また、2009年3月の現況確認調査においては、現在の主たる問題点として、灌漑施設の

                                                        
3 「エクアドル共和国農牧省 コスタ地区カタラマ川流域農業開発計画調査主報告書」昭和57年7月：P.Ⅵ 
4 同上P.54 
5 “Catarama River Basin Irrigation Project External Evaluator”：Kenji Momota（IC Net Limited）9.2005：P.5 
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利用率が低い点と、持続的な利用体制が整っていない点が指摘されている6。利用率が低

い大きな原因は灌漑農地（5,760ha）のなかで三次水路が整備されている農地がわずか24％

（約1,408ha）であることであり、更に灌漑農地全体の13％しか利用されていないことも

問題として指摘されている7。 

 

表２－５ カタラマ灌漑事業計画及び実績の対比、集計 

内訳 計画 実績 

シビンベ地区 受益地3,470ha 受益地3,730ha 

頭首工 

幹線・二次水路 

排水路 

堤防 

末端圃場整備 

取水量5.0m3/s 

54.0km 

52.2km 

なし 

2,245ha 

取水量4.85m3/s 

42.1km 

56.1km 

12.4km 

796ha 

カタラマ地区 受益地2,330ha 受益地2,030ha 

ポンプ場 

幹線・二次水路 

排水路 

堤防 

末端圃場整備 

3基（取水量3.3m3/s） 

28.1km 

24.8km 

なし 

1,850ha 

3基（取水量2.7m3/s） 

26.7km 

15.2km 

 1.3km 

612ha 

集  計 

① 実績受益地面積合計 5,760ha 

② 実績末端圃場整備面積合計 1,408ha 

③ 未整備圃場面積合計（①-②）4,352ha 

出所：“Catarama River Basin Irrigation Project External Evaluator”：Kenji Momota（IC Net Limited）9.2005：P.4 

 

三次水路については現況確認調査で次のように総括されている。 

審査時の実施機関であるINERHIが作成した計画では、100ha未満の農地保有農民（区画）

を対としていたが、詳細設計時にCEDEGEは、50ha未満の区画へと変更し事業を実施した。

この結果、計画時に整備予定地であった農地は4,100haであったが、対象を絞ったことで

2,081haまで縮小し、更に三次水路の建設に伴う農地の提供を（水路の通過が通過する）

農民が反対したため、最終的に三次水路が整備された農地は1,408haとなった。 

1,408ha以外の農地については、農家の自己負担により整備を行うこととしたが、①農

家の灌漑に対する知見がないこと、②特に灌漑用水に頼らなくても、耕作ができる、な

どの理由により事業終了時から現在まで三次水路が整備された農地の増加はない8。 

なお、借款協定（Loan Agreement：L/A）で末端農地整備用としても見込まれていた農

業機械調達及び維持管理施設・機器調達に係る費用は実施機関側の都合（CEDEGE他がプ

ロジェクトで農業機械の調達・貸与を実施したが部品盗難が頻発し、機械の維持管理業

                                                        
6 「エクアドル共和国カタラマ川流域灌漑事業現況確認調査調査報告書」平成21年3月：P.4-4 
7 同上：P.2-10及び、JICA「カタラマ川流域灌漑事業」援助促進調査（SAPS）に係わる専門家派遣」専門家業務完了報告書2011

年1月：P.1 
8 「エクアドル共和国カタラマ川流域灌漑事業現況確認調査調査報告書」平成21年3月：P.2-15 
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務を忌避したため）によりキャンセルされた9。 

 

2）計画・実施 

カタラマ灌漑事業計画及び実績の対比、集計を表２－５に示す。 

 

3）事後評価とその後の調査 

JICAによる事後評価が2005年9月に実施され、本プロジェクトは4段階評価でD（不満足）

と判断された。低評価の主な理由として、①三次水路を伴う農地整備が計画どおり実施

されていない、②整備済み灌漑施設が有効に利用されていないことが挙げられた。2009

年3月JICA「カタラマ川流域灌漑事業現況確認調査」、2010年12月JICA「カタラマ川流域

灌漑事業援助促進調査」（SAPS）、2011年8月JICA「カタラマ川流域灌漑事業」における

灌漑事業活性化のための事業計画策定支援専門家派遣」が実施されている。 

 

4）実施機関の変更 

1988年の円借款協定時のエクアドル側実施機関は、エクアドル水資源庁〔INERNI：1989

年グアヤス川流域開発公社（CEDEGE）に変更〕、2009年4月CEDEGEから国家灌漑庁

（INAR）に事業が移管された。2010年11月INARが農牧漁業省（MAGAP）に統合され、

2011年6月農業開発副大臣下のSRDに移管された。2011年11月事業の権限はMAGAPからロ

ス・リオス県政府に移管された。 

エクアドル国国家管轄評議会決議第0008号によると国から県に移管された内容は、①

カタラマ灌漑施設及び将来構築予定のその他の灌漑・配水施設における地域対応、規制、

計画、操作・維持管理、②同決議第0008号第13条の規定により、灌漑施設の操作・維持

管理を既に灌漑利用者評議会・組合に移管した地域における、組合が関与しない事項の

担当地域対応、規制、計画、操作・維持管理である。 

同様に、ババホヨ灌漑施設も併せて管理する10ものとされている。 

 

２－５－２ カタラマ川流域灌漑事業の現状 

（1）灌漑 

全灌漑計画面積のうち、1,408haに対して三次水路が設置されているが、2009年の現況確

認調査の際は約750ha、2011年に実施された専門家による調査では500ha分程度しか水路が利

用されていないという結果が出ている11。 

2003年までに事業として建設された三次水路はコンクリート製（逆台形3面貼りコンクリ

ート水路）で、幹線・二次水路に設けられた分水工からゲート操作により導水されるよう

になっているが、カタラマ地区では、雨期の天水農業により一定の所得が得られることな

どを理由にとして統計上の利用率は上がっていない。 

他の水利用方法として、幹線・二次水路の分水工から沿線農地に放流貯水し、そこから

                                                        
9 「エクアドル共和国カタラマ川流域灌漑事業現況確認調査調査報告書」平成21年3月：P.2-10 
10 エクアドル国家管轄評議会決議第0008号第36条の日本語訳（JICAエクアドル支所作成） 
11 『エクアドル共和国「カタラマ川流域灌漑事業」における灌漑事業活性化のための事業計画策定支援専門家派遣専門家業務

完了報告書』平成23年8月：P.8 
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取水する、サイフォンの原理で水路からホースで水を取り出す、水路側面に穴を開けPVC

パイプを埋め込む、コンクリート水路や土水路を独自に建設して圃場に水を導水する、地

下水あるいは排水路からポンプにより水を汲み上げるなどの例がみられる。 

近年ポンプを設置してのスプリンクラーの利用が増えてきており、特にバナナ、アブラ

ヤシ、カカオなどの永年作物では利用が盛んである。 

 

（2）排水 

事業対象地域においては、雨期に地区内に湛水するため、作付けや収穫できないなどの

被害が恒常的に発生する。2003年の円借款による建設事業が終了した時点では、シビンベ

Ⅱ地区、カタラマ地区それぞれの下流域に排水ポンプ場を建設し、雨期の余剰水を地区外

に排水する計画となっていた（図２－９参照）。その工事費には1,500万ドルが見込まれてい

た12。県の灌漑・排水課では、排水機場の整備を三次水路建設と並ぶ懸案事項として捉えて

いる。MAGAPからの事業移管に伴い移管される予算を灌漑施設の整備に充てることも模索

されているが具体的な見通しは示されていない。 

 

（3）エクアドル側機関によるカタラマ川灌漑事業へのフォロー 

昨年11月MAGAPのSRDが管轄していたカタラマ灌漑事業の運営・管理は、ロス・リオス

県政府に移管された。MAGAPは、ババホヨにロス・リオス県事務所を残すが、そこには灌

漑を担当する部局はなく、グアヤキキルの地域統括事務所がエクアドル灌漑政策を進める

SRDの政策や技術面での窓口となっている。 

ロス・リオス県政府の担当部署であるインフラ部灌漑・排水課ではMAGAPからベンタナ

スの技術事務所の建物と機材や資料を受け取り、技術者と事務職員の一部もMAGAPから県

政府に横滑りする形で新事務所の立ち上げを進めている。 

県へはカタラマ灌漑事業の他ババホヨ灌漑地区の移管も受けており、灌漑・排水課では

両方の事業について管轄することになる。県では現在カタラマ灌漑事業活性化のための3年

間にわたる計画（カタラマ川流域灌漑活性化構想）づくりを進めているがその詳細は予算

額や、その配分を含め明らかにされていない。また県は、農業が主要産業であることに鑑

み、灌漑始め農業振興政策に積極的に取り組もうとしており、事業を円滑に推進するため、

灌漑・排水課を灌漑・排水部としてインフラ部から独立させることも考えている（ロス・

リオス県の実施体制については２－４－２参照）。 

 

２－５－３ 水利施設の状況 

（1）シビンベ地区（シビンベⅠ地区、シビンベⅡ地区）灌漑システム 

1）頭首工 

シベンベ地区の取水源はカタラマ川支流のシビンベ川であり、ここから約5.0m3/s取水

するこれによってシビンベ地区全域の灌漑を可能としている。堰は固定堰で左岸に2門の

土砂吐ゲートと魚道を備え、魚道の出口上流側に取水ゲートを配置している（写真２－

                                                        
12 『エクアドル共和国「カタラマ川流域灌漑事業」における灌漑事業活性化のための事業計画策定支援専門家派遣専門家業務

完了報告書』平成23年8月：P.23 
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１、２－２）。 

頭首工はこれまで洪水の被害を受けてこなかった。現在、堰付近のカタラマ川の澪筋

は左岸側に偏向しており、堰上流部は土砂吐のない右岸側に土砂の堆積が進む一方、土

砂吐設備は、取水ゲートからの土砂の流入や閉塞のリスクを軽減しておりサイト選定と

基本設計の合理性13を証明している。ただし、取水ゲート、土砂吐ゲート、魚道がコンパ

クトにまとめられているため、それぞれの機能が低減され、堰上流部への過度な堆砂や

集中的な塵介堆積が生じ管理業務を重くしている。 

施設の現況は取水ゲートの開度計が破損している以外は、目立った損傷は見当たらな

い。また、頭首工の現状に係るエクアドル側の不満も聞かれなかった。 

堰左岸護岸上の管理所には建設当時から管理を担当してきた管理人1名が常駐してい

る。通常の管理・運営業務としては、頭首工ゲートの開閉操作と堰周辺の見回り業務が

ある。取水ゲートの開閉は、導水起点部に設けられた刃型四角堰の越流水深を基に、規

定の取水量を維持する操作を行う。操作記録はゲート横に設置された水位の目盛から読

み取った値や河川の流況が毎日2回（朝晩）以上電話でベンタナスの県灌漑・排水課事務

所に伝えられる。目盛値は事務所で流量に換算して記録される。雨期や洪水時にはゲー

トは閉鎖される。ゲート下流に設置された沈砂池に堆積した土砂は年1回の頻度で河川に

排出される。ゲートや堰のメンテナンスにあたっては事務所の技術者・職員が支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

写真２－１ 頭首工（下流より全景） 写真２－２ 堰上流より土砂吐ゲート 

 

2）幹線・二次水路 

幹線水路（写真２－３）、二次水路は逆台形型の開水路で、水路本体には適所に目地が

設置されており目立ったクラックは見当たらない。建設から10年が経過し、修理が必要

な箇所（写真２－７）もあるが、2010年11月にMAGAPから県に移管されてから間もない

こともあり、その詳細はまだ掌握できていない。また、MAGAPが管理していた昨年まで

は、予算や人員が限られたため水路の維持管理は十分行われてこなかった。幹線水路に

は要所に水位調整ゲートが設置され、二次水路への分水や直接取水を助けている。それ

ぞれの二次水路へもゲートを介して分水される。 

                                                        
13 「土地改良事業計画設計基準 計画用水路（水田）」農林水産省構造改善局H5.5：P.77 
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しかし、ゲートについては約80カ所の内半分以上がゲート本体やスピンドルの破損、

紛失、ハンドルの盗難など（写真２－４）で補修・修理が必要となっている。 

設計上、二次水路から個別の圃場への取水はできないが、多くの三次水路が未整備で

あることもあり、ポンプ（写真２－５）やサイフォンによる取水、コンクリートの側壁

に穴を開けた盗水も横行している。県は農民に対し、水利組合に加入し水利費（水代）

を払えば二次水路からの取水も認めている。またパトロール要員（写真２－６）を巡回

させ、物理的な盗水対策（写真２－６）にあたっているが公平性に欠ける利水状況の抜

本的な解決策にはならず管理秩序は混乱している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２－３ 幹線導水路（雑草除去済～未着手） 写真２－４ 幹線水路水位調節ゲート 

（ゲート損傷、ハンドルとスピンドル紛失）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２－５ 幹線水路からのポンプ取水 写真２－６ 水利費不払い対策（ゲート溶接）
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写真２－７ 二次水路の破損状況 写真２－８ 県の巡視員とバイク 

 

（2）カタラマ灌漑システム 

1）揚水機場 

カタラマ地区で必要とする灌漑用水3.3m3/sはカタラマ川から取水し、受益地の標高が

河川水位より高いことからポンプ取水する計画となっている（写真２－９、２－10）。 

現在、カタラマ地区の基幹施設である揚水機場には、計画受益面積全体に対する送水

を可能とする3台のポンプ（チェコ製）が設置されている。しかし、実際に灌漑用水を利

用している農地の面積はカタラマ地区の全体計画の1/3程度で、同時に使用することのな

い3台のポンプの運転に必用な契約受電を行うことで電気料金が高額となるため、現状と

しては、現在の受益面積に対する送水に必用な1台のポンプのみで運転できるような受電

契約としている。また、ポンプの運転は、操作パネルの故障などにより、運転時間が制

限されている。同揚水機場では、過去においてダム放流操作のミスと上流利用者による

取水の独占が重なりポンプ取水ができないことがあり、また乾季の渇水時にも同様の事

態が生じたことがあった。関係者との協議と取り決めもあり、現在ではこのような事態

は生じていない。今後も受益面積の拡大に伴う取水量の増大や河川流量の変動によって、

同様の問題が生じることのないよう、受益拡大に関する動向や流域の状況を常に関係機

関と共有することが必要となってくる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２－９ 揚水機場外観 写真２－10 揚水機場内部 
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揚水ポンプ施設の維持管理はシビンベの頭首工と同様に通常の維持管理には常駐の管

理者1名が担当し、電気・機械技術者1名もMAGAPから県政府に移籍してベンタナスの事

務所に待機している。メンテナンス作業は主にこの技術者が行っている。 

 

2）幹線導水路・二次水路 

当該ポンプ取水は通水が主に乾季に限られ、建設当時より故障が多く、不規則、不十

分な取水状況から水路の能力は十分生かされていない（写真２－11）。安定的な用水供給

能力に欠ける施設への農民の信頼は得難く、このことも施設利用の低下を招く要因とも

指摘されている14。 

県は地元業者に委託し、1台の機械（オペレーター込み）を借りて水路の土砂除去と除

草作業に着手している（写真２－12）が、カバーすべき範囲に施工能力は追い付いてい

ない。二次水路の流末まで維持管理の手は回っておらず（写真２－13）、盗水も放置され

ている（写真２－14）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２－11 幹線導水路（管路）出口・分岐 写真２－12 二次幹線水路維持管理作業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２－13 二次水路の流末維持管理状況 写真２－14 二次水路からの盗水パイプ 

                                                        
14 『エクアドル共和国「カタラマ川流域灌漑事業」における灌漑事業活性化のための事業計画策定支援専門家派遣：専門家業

務完了報告書』平成23年8月：P.26 
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（3）三次水路（写真２－15～２－20） 

全体の計画受益地5,760haのうち、4,352haの農地に三次水路が届いていない（未整備農地：

表２－５参照）。これらの地区に灌漑を普及させるためには三次水路の建設を推進しなけれ

ばならないが、元設計のコンクリート水路は、3,679haの農地分の設計が未完となっており、

その設計費用には177万500ドル、建設費には196万2,000ドルが見込まれていた15。 

三次水路が整備されないままでは、計画受益地5,760haの約75％の農地には物理的に用水

を灌漑できない。また、頭首工（シビンベ地区）、揚水機場（カタラマ地区）や幹線水路、

二次水路の機能が十分生かされない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２－15 三次水路分水工（シビンベⅠ） 写真２－16 農家が自力設置した三次水路 

（シビンベⅠ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２－17 三次水路分水工（シビンベⅡ） 写真２－18 整備済み三次水路（シビンベⅡ）

 

                                                        
15 『エクアドル共和国「カタラマ川流域灌漑事業」における灌漑事業活性化のための事業計画策定支援専門家派遣専門家業務

完了報告書』：平成23年8月：P.24 
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写真２－19 二次水路分水工と未整備農地 

（シビンベⅡ） 

写真２－20 三次水路分水工と未整備農地 

カタラマ 

 

（4）現況からみた施設設計 

1）不適切な分水工 

幹線水路に二次水路のための分水工を土地利用や地形を考えずに機械的に配置した

（県灌漑排水課長談）結果、灌漑施設として不適切な分水工が見られる（図２－10、11）。 

① 不要な箇所に（山に向かって）設置された分水工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－10 不適切な分水工1 

 

 幹線水路（落差工があり、比較的水路勾配が

急な区間） 

用水路 道路  

横断暗渠  森  

排水路  

分水工
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② 設置する場所が間違っている分水工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用地手当ての問題があって二次水路を設置できない場所に設けられた分水工（写真

上下） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－11 不適切な分水工2 

 

分水工及び二次水路を上流側の道路に沿って設置する計画がなされていれば、灌漑

用水を利用したい農家の土地に水を届けることが可能であったと思われる。 

 

2）アクセス道路・橋梁の不足 

幹線水路や二次水路沿いには車両の通行が可能な舗装道路や砂利道が設置されている。

幹線水路を跨ぐ橋梁は少なく、対岸にある農家から道路へ出る場合でも遠くまでの迂回

が強いられることが多い（水利組合員からの聞き取りより）。幹線水路の上幅は6.5m、二

次水路でも4m程あり、農民が自前の橋を設置するには技術と安全面からのリスクが高い。

同様に、幹線農道や二次水路沿いの道路から各圃場に進入する場合にも水路を越える必



－35－ 

要のある箇所は多いがその数は限られている。 

各圃場への機械の進入、肥料や種の搬入、収穫物の搬出にはアクセス道路、圃場への

進入路を要するが橋梁と同様整備事例は限られている。 

 

3）圃場の不整形・凹凸 

三次水路の未設置地域では圃場の造成（区画整備や均平）作業も十分行われていない。

不便・不均一な耕作、利水・排水環境や施肥・施薬効果が作物の単位収量を低いままに

留めていると考えられる。 

 

２－５－４ 水利施設の利用と維持管理体制 

（1）カタラマ川流域灌漑の当初計画及び現状 

計画では、事業のなかで農地造成と三次水路の建設が灌漑計画地域全体で行われ、すべ

ての圃場（図２－12で一番外側のオレンジ色の線で囲まれた範囲）に用水が供給される予

定であった。 

工事完了以前に農地造成と三次水路の建設が中断されたことや２－５－３で述べたよう

な設計の不備により、灌漑計画区域内には幹線水路や二次水路から遠い周辺部を中心に灌

漑用水を利用できない農地が散在している。 

 

（2）維持管理体制 

県の灌漑・排水課では各取水施設に管理人を駐在させ、また技術者を配置して灌漑施設

の維持管理に努めている。施設の見回りは2人一組の巡視チームが毎日水路沿線を巡回して

いる。また土砂の除去や雑草の刈払いを業者に委託して実施している。なお、水利組合は

施設運営・管理に関与しておらず、農民も水路の除草や維持管理への参加意識は低い。 

取水量が需要を上回っているシビンベ地区においては、ニーズに応じたゲート操作に余

裕があるため、厳格な操作規定に基づく繊細な監理を必用とせず、洪水時を含め堰取水工

ゲートの頻繁な操作は行われていない。 

 

（3）水利組合・農民組織の現状 

現在灌漑計画地区内の農民は、農産物の作目別生産者組合（カカオ、稲、マメなど）に

所属する者もおり、その農地の範囲は幹線水路や二次水路から離れた周辺にも広がってい

る。 

その一方、生産者組合に所属しているが水利組合には所属していない者や、どちらにも

所属していない者、両方に所属する者なども存在している。 

灌漑用水を利用できない生産者組合員からの用水供給への希望は強く、三次水路建設に

向けた要望も多く聞かれたことから、水利組合未加入農家、未組織農家の参加を促進する

ために、生産者組合の組織を通じた水利組合への参加働きかけも重要となる。 
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【凡例】 

・一点鎖線：土地所有境界 

・手書きの曲線で囲まれた範囲：物理的に水をかけられる土地 

・太いライン：幹線水路 

・二本のライン：二次水路 

・ライン：三次水路 

・△：分水工 

・破線：計画がなされるも建設されていない施設 

・赤色の施設：行政側が整備すべき施設 

出所：調査団作成 

図２－12 タカラマ灌漑施設現況概念図 

 

（4）課題 

水供給者としての県の立場からは灌漑施設のその有効利用や円滑な維持管理には、水利

用の利害が一致し、配分の調整が求められる二次水路単位での用水利用者による利用と維

持管理のための組織を必要とする。しかし現状の組織形態は、二次水路ごとにではなく、

灌漑地区ごとに水利組合が組織されている（２－５－６参照）。 

一方、用水利用者側からも、各自の営農形態と営農計画に見合う用水の供給を確保する

ために、その権利を守り義務を円滑に遂行するための組織づくりが必要となる。 

したがって、現行の水利組合を二次水路ごとの水利組合に再編し、加えて、管理者と用

水利用者双方の権利と義務を明確にした合意形成のうえの組織づくりが必要となる。 

二次水路単位の用水利用者組織づくりは、現行の水利組合組織を二次水路ごとに再編し、

その構成員の範囲は、合法・非合法を含めた潜在的な利用者を包括する事業計画時に予定
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された最大規模の三次水路網で脾益される地域全体を単位とする組織（現利用者及びその

候補者による）形成をめざすことが基本となる。 

 

２－５－５ 対象地域の営農状況 

事業対象地域は北から南に緩やかに傾斜しているが、一般的に北では単年作物が、南では稲

が主体の作付けとなっている。 

事業対象地区の圃場では、大きく以下のパターンに区分される。 

① 稲の二期作または三期作 

② 雨期の稲作+乾季の単年作物 

③ 永年作物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２－21 トウモロコシ（苗） 写真２－22 水稲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２－23 大豆 写真２－24 カカオ 
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写真２－25 バナナ 写真２－26 アブラヤシ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２－27 養魚池 写真２－28 母ブタ 

 

単年作物としては大豆、トウモロコシ、稲が主で、永年作物はアブラヤシ、バナナ、カカオ

が主流である（写真２－21～２－26）。調査では、水の利用条件が改善されれば単年作物から永

年作物への転換、永年作物の規模拡大意向が確認された。 

野菜は販売用としてはほとんど見られない。家畜としてウシ、ブタ、ニワトリが飼われてい

るが、大規模な牧場や飼育施設は存在しない。 

その他には、小規模な養魚や養蜂が見られる（写真２－27、２－28）。 

 

２－５－６ 対象地域の水利組合・農民組織の状況 

（1）カタラマ水利組合（Junta General de Usuarios del Sistema de Riego Catarama） 

1）水利組合の構成 

事業対象地域には約600区画の農地が登記されている。カタラマ水利組合の会員数は

2012年時点では40名である。現在は、県政府の灌漑・排水課が2011年11月より管理の権限

をMAGAPから移譲され、灌漑施設を運営・管理しており水利費の徴収も行っている。 カ

タラマ水利組合全体で、役員構成は、会長、副会長、事務局長、会計の4名の役員が置か

れている。更にその下に各灌漑地区（シビンベI地区、シビンベII地区、カタラマ地区）

ごとにも役員を置くように構成し直した（以前は水路ごとに置いていた）。現行の組織図
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表２－６ 水利組合の会員数推移 

内 訳 2010年 2011年 

シビンベI地区登録地主数 45 51 

シビンベII地区登録地主数 25 27 

カタラマ地区登録地主数 27 31 

加入割合（全体数568農家として計算） 17.7％ 19.1％ 

水利費の徴収率 徴収率29.7％ 徴収率7％ 

合 計 101 109 

出所：調査団入手情報 

 

2）水利組合の定期会合について 

定期会合は2週間おきに水曜日に実施している。組合員からのニーズ、要望などが議論

され、調整を行っている。定期会合には県政府からも職員が出席する。 

 

3）水利費及び約款 

現在、水利費は3.52ドル/ha/月であり、作物別の料金体系にはなっていない。この水利

費はMAGAPが維持管理を実施していたときに決定した金額を引き継いでいるものであ

る。全会員から徴収できたとしても維持管理費には十分ではなく今後は水利料金の見直

しが必要である。 

現在の約款（現在改訂中）は、（i）概要、（ii）利用者の権利義務、（iii）サービス基準、

（iv）設計建設並びにメンテナンス、（v）会員総会における幹部の義務と権限、（vi）利

用者名簿、（vii）利用者全体総会、（viii）手続き、（ix）裁判と審判、について取り決めら

れている。三次水路の清掃などについては、県政府としては、必要に応じて住民に行っ

てもらいたい意向である。 

 

4）組合員になるメリットなど 

組合員になるメリットは①灌漑施設から水を引けること、②県政府実施の水利用に関

する研修を受けられること、③起耕・均平、収穫等営農に係る機材（耕運機、ハーべス

ターなど）を使えること、④水問題のコンサルテーションが受けられること、⑤三次水

路が利用できること、が挙げられる。⑥集団での行動が可能になるので陳情などの活動

が起こしやすい（声が大きくなる）、以上の点が挙げられる。 

また、県の見解では、それぞれの組合員の水を使う権利は平等であるし、投票権も一

農家一票として平等であるとのことだが、組合役員の選挙では水を多く使っている世帯

に投票が集まる傾向にあり、組合内での発言力に差があると考えられる。 

上記②の研修については、現在、灌漑・排水課が水利組合員に対する研修を準備中で

あり、研修計画案16も完成している。内容としては、（i）灌漑農業の序論として「灌漑の

                                                        
16 Gobierno Provincial de Los Rios.（2012）Programa de Capacitacion para Usuarios del Sistema de Riego “CATARAMA”（カタラマ灌

漑システム組合能力強化プログラム） 
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重要性」、（ii）組織強化の内容として「リーダーシップ」、「参加」、「組織文化」、「資源活

用」、「交渉・管理」、「戦略的連携」、（iii）営農の内容として、「労働意識」、「生産コスト」、

最後に（iv）補足活動として、「土壌分析」、「有機栽培」、「流通」、「融資」について研修

が行われる予定である。 

 

（2）カタラマ灌漑地区の農民組合 

1）農民組合について 

農民組合には単にペーパー上の組合もあり、組織としての成熟度にはばらつきがある。

女性だけの組合、同じ作物を栽培している農家の組合など形態はさまざまである。近隣

の土地に住む農民で組合をつくるとは限らない。 

組合長、副組合長、事務局長、会計、調整役、委員の構成が一般的である。任期は2年、

選挙で選ばれる。組織の約款もある。 

農民組合は、社会経済統合省（Ministerio de Inclusión Económica y Social：MIES）ある

いはMAGAP17に正式な団体として登録をする必要がある。一方、県政府が現在行ってい

る技術普及プロジェクトであるUCRの対象である地域コミュニティは社会統合省あるい

はMAGAPに登録はされていないコミュニティで、教会が把握している教区内のコミュニ

ティである。 

農民組合を組織すると、種子提供又は低金利で種子への融資が受けられるなどの金銭

的メリットがある。 

 

表２－７ カタラマ灌漑地区における農民組合の組合数・組織率 

地区名 組合数 組織率 

シビンベI地区 3 90％ 

シビンベII地区 0 0％ 

カタラマ地区 1 25％～30％ 

出所：調査団による聞き取り 

 

2）カタラマ灌漑地区の農民組合について 

事業対象地域には、水利組合の他に農業共同組合がその数は少ないものの各地域に存

在し、組合員に共同集荷や出荷のサービスを提供している。現在、カタラマ灌漑地区に

は4つの農民組合がある。シビンベ地区（シビンベⅠ地区及びシビンベⅡ地区）に3組合、

カタラマ地区に1組合が活動している。農民組合の農家の加入率は情報源により1～2％程

度から90％まで数値に大きな開きがあり、正しい数値は分かっていない。組合名、主な

地区毎の耕作作物については表２－８のとおりである。 

 

                                                        
17 MAGAPロス・リオス県支所によると、ロス・リオス県における登録農民組合数は262。 
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表２－８ カタラマ灌漑地区の農民組合 

地区名 組合名 主な耕作作物 

シビンベI地区及びシビンベ

II地区 

Asociación de San José 米、メイズ、カカオ 

Asociación de Camely Chico 大豆、メイズ、カカオ

Asociación de San Antonio メイズ 

カタラマ地区 
Asociación de Campesinos Catarama

（構成員数：35名） 
米、カカオ、大豆 

出所：調査団による聞き取り 

 

２－５－７ 展示圃場と営農普及 

（1）展示圃場の実際 

1）MAGAPの展示圃場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２－29 MAGAP展示圃場1 写真２－30 MAGAP展示圃場2 

 

MAGAPのロス・リオス県支所では、県内14カ所に展示圃場を設置して営農支援を通じ

た農業技術の普及と生産性の向上に取り組んでいる。圃場設定の主眼は、低生産性、低

所得農民に対する技術的、経済的な支援であり、周辺地域への普及効果よりもむしろ低

所得農民の救済策といった社会福祉的な側面に重点が置かれている。 

① 事例1（バハトロ） 

MAGAPが個別の農家を対象に稲0.5haと大豆0.5haの栽培を支援している。起耕や収

穫時の機械代、種・肥料代などを支援し、収穫物は農家の物となる。 

圃場は、3年前までは雨期に大豆やトウモロコシを栽培する単作の畑であったが、現

在ではポンプにより6mの深さから地下水を汲み上げて稲作に使われている。ポンプは、

燃料が安価（高燃費）な日本製（ホンダ）のプロパンガスポンプ（写真２－29）で、1

台で1日当たり1haの面積が灌漑できる。実績ではポンプ1台を用いた10日間のローテー

ションによる灌漑により、10haの圃場で年間2.5回の稲作が可能となった。この方式は

周辺の150haでも試みられており、地下水の水位が高く量も豊富な当地で灌漑施設によ

らない通年稲作を実現している。今後はポンプの大型化と井戸の安定化が課題とされ

ている。 
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個人を対象とする上記圃場の近くにはグループを対象とした大豆畑（共有地）があっ

た。MAGAPの支援により安定して継続的な大豆栽培が可能となり、栽培実績と収入を元

手に融資を受け、地区の学校を建設するなど、生活向上にも役立っている。これら個人

とグループの支援は相乗効果を狙ってセットで行われている。 

 

② 事例2（サンロレワ：農民組合） 

水田地帯（220ha）のなかの1haを展示圃場に指定して農家の営農を支援している（写

真２－30）。稲作技術（育苗、植え付け、除草、害虫防除、収穫）を指導するとともに、

種や肥料を支給している。収穫物は農民の物となり、主に国家貯蔵ユニット（Unidad 

Nacional de Almacenamiento：UNA）に出荷される。展示圃場に指定された圃場を所有

する農家は8haの水田をもち、人を雇って営農している。昨年度の収入は1,600ドル程で

あった。 

農民組合（コマドサンロレンソ）の会員は28名、規約により選挙で役員が選ばれる。

会費は2ドル/月が徴収され、肥料代や交通費に支出される。 

課題は水源となるカタラマ川の支流の河床（河床を水田として開墾するものもある）

が年々上昇し水の流れが悪くなっていることで、政府による浚渫が望まれている。 

 

2）県の展示圃場 

ロス・リオス県では、生産開発部の生産開発課を中心として農業の生産性と生活向上

を目的とする「農村変化モデル事業」が10年前から進められており、カタラマ灌漑事業

地区内外にもいくつかの事業がある。 

① 例1：組合によるブタ飼育（写真２－31） 

最初県が組合に親豚、10頭の子豚、餌、を支給し、予防接種と技術支援を行ってい

る。32戸の農家が交替で6カ月飼育し、種豚2頭を残して8頭を出荷した。組合では別途

2haの農地（展示圃場）でトウモロコシを栽培しており、収穫後グアヤキルに出荷して

いる。 

地区では現在の営農・養豚を天水のみに依存しており（地区はカタラマ灌漑事業地

区の外側）、水量が限られることから生産性の向上に限界があるという課題を抱えてい

る。養豚以外にも鶏や水産養殖やレモンやパパイア、グアバ、マンゴーといった果樹

栽培にも住民は関心をもっている。 
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写真２－31 県の展示圃場 写真２－32 大豆ケーキ工場 

 

② 事例2：大豆ケーキ工場の起業（写真２－32） 

2年前24名の会員組織で始め、300リットルの豆乳から2,000個のパンケーキを製造し、

町で売ることを想定し、ケーキ工場の建設、必要機材の購入を行った。 

ケーキ工場は電源の設置を前提にしたものであったが、あてにしていた電気の供給

が滞っており計画的な生産が始められていない状況にある。現在、会員は10名にまで

減っている。当面の資金として1,000ドル必用だがまだ県には援助の支援申請はしてい

ない。今後の事業再開や廃止の見通しも立っていない。代表者は、カタラマ灌漑施設

内で3.2haの所有地のうち1.3haで灌漑による稲作を行っている。 

 

２－６ 関連機関による灌漑分野における活動 

２－６－１ エクアドル勧業銀行（Banco Nacional de Fomento：BNF） 

82年前（1930年）に農業促進のための銀行として設立され、それ以来農家に対して金融事業

を行っている。農業への貸付が75％を占めており、他は工業、商業分野に対するものである。

中小規模の農家向けのソフトローンを主に実施している。 

 

（1）貸し付けの条件・金利 

対象は主に小規模農家（10ha以下）であり、小規模農家18に対する金利は、2万ドル以下

の資産保有の農家の場合5％、2万ドル以上の資産保有の農家の場合11.7％）、2ha以上の土地

購入の場合10％となっている。1.5万ドル以下の融資額の場合は連帯保証人のみ、1.5万ドル

以上の融資額の場合は連帯保証人と担保が必要である。 

融資額、対象作物によっては4～5年の返済猶予期間が設定される。返済期間は単年作物

に対しては2年～6カ月、永年作物に対しては3年～5年である。借り手の返済負担を低減19す

るために返済期間が10年になる場合もある。審査は支店で行うが、融資の最終決定はファ

クトリーといわれる本店（キトとグアヤキル）で行う。 

                                                        
18 小規模農家（0.1～10ha）、中規模農家（10ha～20ha）、大規模農家（20ha～）という分類。中・大規模農家はBNFではなく、

主に国立金融公社（Corporación Financiera Nacional：CFN）を利用するとのこと。 
19 一般的には、災害時、緊急時の対応もこれに含まれると思われる。 
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審査担当はフィールドに赴き農家とのコンサルテーションを通して融資対象内容等をチ

ェックしている。融資後は天候事情（主にエルニーニョの影響）に応じて種まき時期をず

らすようにアドバイスしたり、肥料が計画どおりに蒔かれているか、肥料が適切であるか

チェックするなど技術的な支援も行う。 

加えて、農民組合に対する融資も行っている。金利は10％、返済猶予期間は4～5年、返

済期間は5年、10年、18年である（融資対象による）。1.5万ドル以下の融資額の場合は連帯

保証人のみ、1.5万ドル以上の融資額の場合は連帯保証人と担保が必要である。 

 

（2）マイクロクレジット及び他の金融サービスについて 

マイクロクレジットについて20ドルの預金、身分証明書、選挙権の証明書類、公共料金

の支払い証明書があれば可能である。金利は年利5％である。金額の上限は5,000ドルである。 

BNFは農業保険も提供している。融資額の6.5％を農家に払ってもらうことで農業保険を

掛けることができる。10ha以下の農家に対しては政府（大統領府）が掛け金の65％を補助

している。天候不順、不作の場合、査定を入れて補償額を決定する。 

 

（3）融資対象としての灌漑事業について 

灌漑事業は天候に対するリスクが少なく農家も利益を出しやすく、BNFは有望な融資対象

としてみている。作物の多角化が図れることもその理由として挙げている。BNFは、灌漑農

地で耕作している借地農家に対しても融資を提供したいと考えているとのこと。 

いままでは灌漑地区の農家に対する融資が少なかった理由として、連帯保証人・担保が

必須であり、連帯保証人の確保がネックだったのではないかとのBNFからの見解があった。 

 

（4）プロジェクト対象地域におけるBNF支店の概況（融資担当職員による聞き取りによる） 

1）BNFベンタナス支店 

・返済率90％。 

・対象件数2,500件であり実際の対象人数はこれより少ない。 

・スタッフ数26名、キンセローマの出張所6名、融資審査担当は支店・出張所合わせてそ

れらのうち8名である。 

・地域の融資内容の特徴として、この地域は川の上・中・下流域にあり、土地も山、平

地と起伏に富んでいる。対象も単年性作物、永遠性作物、木材、家畜とさまざまであ

る。 

 

2）BNFカタラマ支店 

・返済率97％。 

・職員数10名（以前は15名だったが、グアヤキルのファクトリーに5名異動した）。その

中で審査担当は3名であるが、2名新たに雇用する予定。 

・ベンタナス支店融資額合計1,800万ドル、カタラマ支店融資額合計700万ドル。 

・カタラマ支店の融資先は、80％が農業、20％が商業である。商業のうち20％が大規模

流通に関する融資、80％が小規模の商店に関する融資である。 

・Puebloviejo市では稲作、Urdaneta市ではトウモロコシに対する融資が多いのが特徴。マ
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イクロクレジット（2,000～3,000ドル程度の融資額）も多い。 

・Puebloviejo市、Urdaneta市の農家に対して融資をしている。対象は米、カカオ、トウモ

ロコシ、大豆、アフリカンパーム、木材である、バナナは大規模資本が独自に栽培し

ているので、融資対象にはなっていない。農地整備、農業機械、稲作のための貯水池、

灌漑のためのスプリンクラー、井戸掘削、ポンプである。水路拡張のための融資実績

はない。 

 

（5）カタラマ灌漑システム対象地区におけるBNFの融資実績 

1）保有資産 

BNFの総保有資産は2011年12月31日現在で約999百万ドルであり、ベンタナス支店、カ

タラマ支店の総保有資産は、それぞれ約10.0百万ドル、約5.2百万ドルである。それぞれ

BNFの総資産の約10％、約5％を占めている。ベンタナス支店、カタラマ支店の融資残高

は、それぞれ約8.67百万ドル、約4.85百万ドルである。（「表２－９ 支店別、地区別満期

間近並びに満期済みの保有資産（ポートフォリオ）」参照）。 

 

2）投資項目別融資額 

全国平均、コスタまたは島嶼部地域の全体とカタラマ灌漑システム対象地区の実績を

比較すると、「農作物」（ベンタナス支店、カタラマ支店それぞれ支店全体に対して35.63％、

39.70％）、「農業の機械化」（それぞれ支店全体に対して7.56％、3.09％）に対する融資実

績割合が高く、「家畜飼育」（それぞれ支店全体に対して1.15％、0.70％）に対する融資実

績割合が低い。加えて、「中小、零細工業」（それぞれ支店全体に対して2.69％、1.31％）

に対する融資実績割合もやや低くなっている。カタラマ支店では、特に「土地改良」に

対する融資実績割合が高くなっている（支店全体に対して14.21％）。（「表２－10 支店・

ゾーン別の投資項目別の合計融資額」参照）。 

 

3）農作物に対する融資額 

全国平均、コスタ又は島嶼部地域の全体とカタラマ灌漑システム対象地区の実績を比

較すると、「メイズ」の占める融資実績割合が高い（ベンタナス支店、カタラマ支店それ

ぞれ支店全体に対して22.65％、23.96％）。ベンタナス支店では、「カカオ」の占める融資

実績割合が高い（支店全体に対して31.00％）。一方、カタラマ支店では、「米」、「大豆」

の支店全体に占める融資実績割合が高くなっている（米：50.44％、大豆：10.21％）。（「表

２－11 支店・ゾーン別の各農作物に対する融資額」参照）。 
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表２－９ 支店別、地区別満期間近並びに満期済みの保有資産（ポートフォリオ） 
2011年12月31日、（単位：米ドル） 

 

 

 

 

 

 

 
出所：BNF 

 

表２－10 支店・ゾーン別の投資項目別の合計融資額 
2011年12月現在、（単位：米ドル） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

出所：BNF 

農作物 家畜飼育 農業の機械化 土地改良
 中小、零細工

業
資源の動員

長期債務への

切り替え

商業及び

サービス活動
消費 合計

ベンタナス支店 1,901,675 61,569 403,585 259,124 143,750 78,600 526,393 1,958,847 3,666 5,337,210

カタラマ支店 1,226,858 21,476 95,635 439,060 40,378 27,000 1,142,524 97,097 3,090,029

シエラ地域 19,933,793 63,696,501 2,408,903 17,487,836 12,247,061 116,210 159,932 57,205,624 12,333,958 185,589,818

コスタ又は島嶼部地域 56,952,081 42,200,340 7,566,277 16,282,261 10,370,918 800,525 2,849,729 117,756,794 13,720,557 268,499,481

アマゾン地域 7,758,527 32,179,266 193,658 5,044,203 2,959,821 24,750 89,794 25,166,598 12,848,974 86,265,591

エクアドル国合計 84,644,401 138,076,107 10,168,837 38,814,300 25,577,799 941,485 3,099,454 200,129,016 38,903,489 540,354,889

残高 増加率 残高 増加率

2011年1月1日 2011年12月21日 % 2011年1月1日 2011年12月21日 %
ベンタナス支店 9,872,720 8,677,100 -12.1 741,133 709,433 630,183 -11.2 10,048,416 1,703,129 6.3 13.6
カタラマ支店 7,014,262 4,854,408 -30.8 226,149 104,250 156,116 49.8 5,236,673 484,125 3.0 7.3
シエラ地域 294,151,639 304,463,910 3.5 18,463,333 6,726,719 6,957,992 3.4 329,885,235 16,499,632 2.1 7.7
コスタ又は島嶼部地域 466,629,284 421,794,358 -9.6 54,777,386 35,613,186 37,106,490 4.2 513,678,235 75,566,982 7.2 17.9
アマゾン地域 130,119,484 147,907,740 13.7 6,110,493 1,604,494 1,616,649 0.8 155,634,882 4,479,179 1.0 5.0
エクアドル国合計 890,900,398 874,166,008 -1.9 79,351,212 43,944,399 45,681,131 4.0 999,198,353 96,545,793 4.6 12.5

%
満期額/総
額

%
無駄になっ
た資産

支店･ゾーン

満期間近の保有資産(a)*貸出残高 利子を生まな
い保有資産

(b)

満期済みの保有資産(c)*返済額
総保有資産
((a)+(b)+(c))

不良債権引
き当て金
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表２－11 支店・ゾーン別の各農作物に対する融資額 
2011年12月現在、（単位：米ドル） 

 

 

 

 

 

出所：BNF 

 

 

 

 

支店･ゾーン 米 メイズ 小麦 豆 エンドウ ポテト トマト タマネギ 綿
アフリカン

パーム
大豆 カカオ コーヒー バナナ サトウキビ その他 合計

ベンタナス支店 27,735 373,096 34,336 510,680 19,049 682,682 1,647,577

カタラマ支店 495,870 235,586 100,329 124,607 29,696 983,088

シエラ地域 285,716 2,136,810 29,196 297,056 62,628 2,883,617 506,425 666,336 348,425 2,714,111 924,708 309,080 745,655 7,327,875 19,237,638

コスタ又は島嶼部地域 14,570,455 4,346,458 4,148 24,796 138,329 23,399 3,564,134 257,112 12,639,888 191,791 753,321 1,310,217 11,223,616 49,147,644

アマゾン地域 399 76,804 2,097,138 3,295,399 545,074 1,995 152,481 1,553,235 7,722,326

エクアドル国合計 14,956,570 655,871 29,196 301,204 62,628 2,883,617 830,221 794,665 23,399 6,009,697 257,112 18,649,378 1,661,573 1,064,398 2,208,353 20,104,726 76,096,608
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２－６－２ カタラマ灌漑地区で活動しているNGO 

カタラマ灌漑地区で活動しているNGOは現在ない。事業対象がある市の1つであるベンタナス

市には国際NGOの事務所も存在することから、動員可能な人的資源・ネットワークは存在する

と思われる。 

 

２－６－３ ババオジョ灌漑システム 

他ドナーによる現在の灌漑分野における活動は確認されていない。ババオジョ市近郊に建設

されたババオジョ灌漑システムは、過去米州開発銀行（Inter-American Development Bank：IDB）

の支援を受けていた。現在は、灌漑施設は県政府に引き継がれ、運営・管理は水利組合に移管

されている。 

（1）背景 

IDBの融資並びにCEDEGEの技術支援の下エクアドル政府はジェネラルコントラクター

であるイダルゴ-イダルゴ社（Hidalgo e Hidalgo S. A.）と契約を結び1975年から1979年の期

間でロスリオス県におけるババオジョ灌漑排水システムの建設を実施した。当該システム

は南緯1度48分～1度55分、西経79度30分から79度18に位置するものである。 

 

（2）ババオジョ灌漑施設の概要 

灌漑システムの建設目的は対象面積9,000haの土地の主に稲作のための灌漑農業開発であ

る。そのために以下に挙げる施設が建設された。 

 

2カ所の取水口を含む分

水工 

No.1 4,000haを対象にしたグランデ川流域（1地区）No.2 5,000haを

対象にしたサンパブロ川流域（2地区）。どちらもコンクリート製の

堰で高さは1.5m。可動式水門は幅5mの高さで、それぞれのエレベー

ションメカニズムをもっている。堰による流れの水理勾配を減らす

ために、上流に幅5m高さ3.75mの金属製の柵と防水性のエプロンを

設置し、下流には傾斜させた側面壁による緩衝池を設置した。 

これらの施設にはそれぞれアクセス水路、水門付きの導水路、ごみ

除去格子、水量計測器、幹線水路への移行部分などからなる取水工

が設置されている。これら取水工によってA地区には4.33m3/秒、B

地区に対しては5.24m3/秒の水を取水することが可能である。 

重力式による導水システ

ム 

幹線111km、単層コンクリート被覆二次水路、それぞれ7cm、5cm、

うち45kmはA地区、66kmがB地区に敷設 

排水システム 延長102.8kmの一次、二次排水水路網。うち54.2kmがA地区、48.6km

がB地区で、5.3kmの集水路に放水 

圃場内の道路建設 延長125kmの圃場道路、うち36kmはアスファルト重層シーリング、

89kmが平石仕上げ 

ポンプ場 揚水能力18.75m3/秒の5基のポンプ場を設置（現在故障中）、サンパ

ブロ川への放水用の水は雨期に灌漑システムに貯められたもの 

システム内の堤防施設 洪水コントロールのためのシステムの全境界線に設置（総延長

63.16km） 

システム内の圃場 4,500haの圃場システム 
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（3）施設の引継ぎ 

灌漑システムの維持管理は1999年11月26日までCEDEGEによって行われていた。その後維

持管理はMAGAPの下で水利組合（会員数922）に引き継がれた。組合には同時に建屋、機

械、そして耐用年数の過ぎた機材が引き渡された。 
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第３章 プロジェクトの実施枠組み 
 

３－１ 実施体制 

３－１－１ 県政府による実施体制 

本プロジェクトは、現在カタラマ川流域の灌漑施設の維持管理を所管しているロス・リオス

県政府の主導のもと実施する。また、ロス・リオス県政府内の灌漑施設などの基盤整備を担っ

ている経済基盤部及び、農業全般を担っている生産開発局を直属のカウンターパートとし、本

プロジェクトを実施していくこととする。 

 

３－１－２ カウンターパートの配置 

本プロジェクトのカウンターパート・リストは付属資料3. 協議議事録に示す。 

 

３－２ 展示圃場の設置 

（1）展示圃場の性格と配置、規模 

MAGAPや県が実施している展示圃場は、小規模・低所得農民を対象とする資材と技術を支

援し、所得と生活の向上を促す社会福祉的な要素の強い事業であったが、本プロジェクトの

目的は、灌漑施設の利用を通じた対象地域での作付面積の増加にあることからおのずと趣を

異にする。ここでは既存の利用可能な三次水路を有効に活用し、土地生産性向上をめざす展

示圃場と（図２－12の手描き曲線の内側）、三次水路の整備を合わせて未整備、未灌漑地区を

整備・灌漑（図２－12の手描き曲線の外側）する展示圃場の両方を扱うこととする。 

 

（2）配置場所と設置数 

地域性を考慮してシビンベⅠ地区、シビンベⅡ地区、カタラマ地区にそれぞれの地区に1ha

程度の規模で3カ所計9カ所の展示圃場とする。 

 

（3）作付作物 

作物については、以下のとおり既存作物及び新規作物を栽培することとする。 

1）既存作物 

農民が灌漑による既存作物の増収効果の理解を深めるためには、雨期のみの単作圃場へ

の灌漑（トウモロコシ、大豆、稲など）適用による2回以上の作付けを実証し農地提供農家

自身が収穫量と収益の増加を実際に体験し、見学者にも納得させることが持続性の確保と

波及効果につなげる。 

2）新規作物 

既に灌漑の効果と効用を理解し、新種作物の導入による競争力強化やより高収入を望む

農家には、周辺研究機関、MAGAPや県とも協働し、新規換金作物（ステビアや在来カカオ

など）の導入、栽培技術の指導、販路の開拓までを含めた集約型灌漑営農体系の提示・確

立を図ることで灌漑利用拡大が促進され栽培技術の普及にもつながる。 

なお、県政府からは、展示圃場での作付作物としてはアマハステビア（低カロリー甘味

料ステビアの原料）や在来種カカオや野菜などこれまで取り組まれたことがなく、収益性

の高い農産物の栽培と技術指導が望まれた。 
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（4）面積 

面積は、一般に各耕区が1ha程度に区画されていることから、これを単位として展示圃場を

設置することが望ましい。また、プロジェクトでの主な裨益者は土地所有面積が20ha以下の

中小規模農家であり、それぞれ所有している面積も異なることから、展示圃場の大きさは、

展示するターゲットを見据えて、それぞれ適切な大きさで設置することが望ましい。 

 

３－３ 地理情報システム（Geographic Information System：GIS）利用 

（1）GIS利用の背景・目的 

現在利用されている土地利用図は2000年の衛生写真を基にしたものしかなく、現状を反映

したものに更新する必要がある。また、乾期と雨期では大きく土地利用状況が異なっており、

乾期と雨期での土地利用状況を明確にする必要もある。そのような状況であるため、灌漑施

設の利用活性化に伴い、どの程度の効果あるのかを判断する材料がない。したがって、対象

地域の情報を整理し、本プロジェクトの指標設定に用いることを主目的とする。 

加えて、県による将来の灌漑施設の運営・維持管理と農業開発計画策定の手段としてGISが

活用されることも望まれる。 

なお、調査団が確認できたカタラマ灌漑に係る既存のデータベース、地理情報としては建

設当時の設計図、2011年のJICA調査、県がMAGAPから引き継いだ1：20,000地籍図、堰やポン

プ場の操作記録、取水記録、水利組合員名簿のみとなっている。 

 

（2）GIS導入の課題 

県の企画部では既にGISを稼働させており、その拡充を希望している。将来的には、県のも

つ情報をすべて集約させたGISや多くの職員（情報源）の理解と参加が望ましい。また、ホス

トコンピュータの設置場所と管理者（MAGAP、県庁、灌漑ユニット）は慎重に決定する必要

がある。 

また、情報収集や調査には農家の協力が必須であるが、農民の協力を促進するため、調査

結果を生産性向上に結び付ける手法まで検討すると同時に農家に示しつつ調査を行うことが

重要である。 

 

３－４ プロジェクト実施上の留意事項 

（1）土地収用問題の解決 

有償資金協力事業「カタラマ川灌漑流域事業」実施時の土地収用の補償問題は住民の間で

いまだに感情的なしこりとして残っており、政府機関の主管問題・移管のプロセスの過渡期

にもあり、早急な解決は難しいのが現状である。しかしながら、関係機関から土地収用の補

償問題解決に向けた対応プロセスを住民に開示してくことは、本プロジェクトへの住民の積

極的な参加を促すうえで重要である。したがって、県政府から関係機関に対して、土地収用

問題解決について見通しを立てて行くよう促すことが重要である。 

 

（2）中小規模農家への配慮 

本プロジェクト実施による灌漑水利用のアクセス及び収入面における中小規模農家と大規模

農家の格差の拡大が発生しないように本プロジェクト実施に際しては十分配慮する必要がある。 
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（3）灌漑地区拡大計画のコンセプト 

プロジェクトで作成予定の「灌漑地区拡大計画」のコンセプトは、県が別途作成している

カタラマ川灌漑活性化構想をベースに、水利システム維持管理体制強化策、経営能力・農業

生産技術戦略、三次水路整備計画を盛り込むものである。 

 

（4）中小規模農家の経営資金獲得に係る支援 

展示圃場での投資額、経営状況、収量などの情報を収集・整理したうえで、融資をはじめ

とする獲得可能な資金について検証し、農民による灌漑施設整備の促進支援策を灌漑地区拡

大計画の経営能力・農業生産技術戦略のなかに盛り込む。 

 

（5）本プロジェクトでのGISに係る支援 

本プロジェクトにおけるGIS導入は、プロジェクトに係る現状把握に活用することが主目的

であるため、県政府から要望が上がっている県の戦略策定のためにGISを用いたシステム構築

は、本プロジェクトにおいては支援しない。 

 

（6）協力初年度からの展示圃場・試験圃場での活動の実施 

本プロジェクトでは乾期における灌漑の利用促進を通じた作付面積の増加に重点を置いて

いることから、展示圃場の規模、栽培作物、設置場所の選定などはプロジェクト開始時に行

われるベースライン調査の結果を基に早急に決定し、協力初年度の乾季から展示圃場・試験

圃場での活動に移行する。 

 

（7）裨益者の目に見える活動の早期開始 

カタラマ川流域灌漑事業に係る調査などがこれまで既に複数回行われてきたことにより、

具体的な活動の実施が対象地域の農家から望まれている。ベースライン調査は本プロジェク

トを実施するうえで非常に重要であるが、それと並行して試験圃場及び展示圃を早急に設置

し、農家の目に見える活動を行っていくことが重要である。 

 

（8）農業生産組合の活用の検討 

水利組合（水利用者による水管理のための組合）の活動が低調である一方、農業生産組合

（作物ごと、地域ごとなどで農家が集まり、集荷・出荷などを効率的に実施するための組合）

が農家の農業経営上、一定の役割を果たし、農家に対する影響力を有していることから、農

業生産組合に灌漑管理や灌漑農業の推進の役割を担わせることの実現性や妥当性も県政府と

ともに検証する。 

 

（9）指標の設定方法 

カタラマ川流域灌漑事業の運営・管理主体がこれまでに4度変わってきたこともあり、対象

地域のあらゆる情報が現在の運営・管理主体であるロス・リオス県政府に蓄積されていない。

したがって、本プロジェクト実施に際し、ベースライン調査の結果を基に、適正な指標を立

てる。 
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第４章 プロジェクト評価 
 

４－１ 5項目評価 

４－１－１ 妥当性 

本事業の妥当性は高い。 

（1）国家開発計画との整合性 

エクアドルの国家開発計画である「よい暮らしのための国家計画2009～2013」“Plan 

Naciónal para Buen Vivir”においては、「国家領土戦略」“Estrategia Territorial Nacional”につ

いて記述されている。そのなかで農村の領域でのよい暮らしと食の主権を促進することが

述べられている。具体的には生産手段の民主化、短い連鎖の促進、生産品の多様化、連合

性、移動のインフラ構造の準備、などが必要であるとされている。 

国家開発計画の実施戦略として「2009年から2013年の期間のための戦略」が掲げられて

おり、そのなかの戦略の1つである「領土の開発と整理、分散と地方分権」において農業間、

製造業とサービス、雇用の戦略的多様性、農村の家族の所得の生成に結びついた諸権利の

保証から考慮される「農村部のよい暮らし」の重要性についても触れられている。円借款

事業の活性化とともに農村地域における中小農家の生活向上に配慮した本プロジェクトの

妥当性は高いと判断される。 

現在エクアドル政府が作成中の「国家灌漑計画」“Plan Nacional de Riego y Drenaje 

2012-2027”においても灌漑施設の改修は重点事項の1つであり、既存の灌漑施設の強化をめ

ざす本プロジェクトは、国家計画とも整合性が高いと判断できる。 

国家灌漑計画の目標として、灌漑管理グループの強化（目標2）、関係機関の強化及び国

家の能力強化（目標3）、灌漑用水への公平なアクセスの確保（目標4）が掲げられており、

国家灌漑計画の目標とも高い整合性がある。 

 

（2）県開発計画との整合性 

2012年の県開発計画である“Plan de Desarrollo y Ordenamiento Territorial Provincia de Los 

Ríos 2012”においてもあるべき県の経済体制の目標として「生産の多様性」、「農業生産の

活性化」、「農業の商業化」が活動内容として挙げられており、本プロジェクトは、灌漑農

業の普及をとおした農業生産の活性化及び作物の多様化を視野に入れており、県の開発計

画とも整合性がある。 

 

（3）わが国の援助政策との整合性 

2012年4月に策定された「対エクアドル共和国 国別援助方針」において、わが国は、「貧

困削減と公平な社会に向けた格差是正」を開発援助の中核とし、同国の均衡のとれた自立

的・持続的な発展の促進に貢献していくとしており、社会的弱者への援助を通じて、格差

是正に向けたエクアドルの取り組みを支援することとしている。以上から、円借款事業の

活性化とともに農村地域における中小農家に支援の焦点を当てた本プロジェクトの妥当性

は高い。 
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（4）本プロジェクトの実施の妥当性 

本プロジェクトは灌漑分野において国家レベルのみならず県レベルにおいても重点事業

とされている。加えて、有償資金協力案件「カタラマ灌漑事業」開始時の妥当性は高いと

評価され、今次において、本プロジェクトの活性化プロジェクトを実施することは引き続

き妥当性が高いと判断される。 

県及び政府レベルにおいても農業分野は重点産業であり、灌漑システム強化を通じた農

業分野の活性化は妥当性が高い。 

 

（5）日本の支援の意義 

灌漑施設活用をとおした農業活性化の知見を有する日本が支援を行う意義は大きい。 

 

４－１－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性はやや高いと予測される。 

成果1と成果2の達成により灌漑営農モデルが示され、成果3の達成（灌漑地区拡大計画書の作

成）により、持続的な灌漑営農モデルが提示されることが期待される。各成果とプロジェクト

目標の間の論理性に問題はない。図に示すと図４－１のようなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：調査団作成 

図４－１各成果とプロジェクト目標の間の論理性のイメージ図 

<展示圃場をとおした灌漑農業モデルの提示> Models of irrigation farming are 
proposed through the demonstration activities.

<灌漑施設のO&M>

(アウトプット1)

Adequate operation and 
maintenance (O&M) of the 
irrigation systems for 
demonstration farms is 
implemented.

<展示圃場における適正な営農>

(アウトプット2)

Appropriate farm 
management is practiced at 
the demonstration farms. 

<3次水路拡大計画を含む灌漑面積拡大計画の作成>

(アウトプット3)

“Irrigation Area Expansion Plan (IAEP) in the target area of CRBIP” 
is elaborated.

<展示圃場をとおした持続的な灌漑農業モデルの提示> 

(プロジェクト目標) Sustainable models of irrigation farming are proposed through the 
demonstration activities.
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農家の新規事業開始及び拡大のために農業活動を補完する金融機関のアクセスについても、

対象地域のBNF支店が灌漑事業に対する融資に関心を寄せていることから、高いレベルの有効性

の実現が期待できる。 

 

4－１－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は中程度と予測される。 

（1）活動・インプット 

それぞれの成果に関する活動はアウトプットを産出するのに十分なものであると思料さ

れる。 

成果1［灌漑施設のO&M（Operations and Maintenance）］については、ベースラインサーベ

イを実施して、二次水路における灌漑施設の現状のO&M体制の評価を行い、これらの結果

を基にGISマップを作成する。続けて展示圃場の属する二次水路施設の適切なO&Mのモデ

ル計画を策定した後に農民グループと県政府に対してそれらの実施を促進して将来的には

提示されたモデルを対象地域全体に広げることを意図しており、灌漑施設のO&M体制の構

築が期待できる。 

成果2（展示圃場における適正な営農）については、実験的区画及び展示圃場を選定し、

適切な栽培作物を特定してそれらの区画・圃場の運営を通して近隣農家に新たな技術を普

及し、経営面・営農面におけるセミナー・ワークショップを開催して、営農面における農

家の知識の拡大を図ることとしており、展示圃場における適正な営農の実現が期待できる。 

成果3（灌漑面積拡大計画の作成）については、ベースラインサーベイの結果や聞き取り

の結果などを基に灌漑面積拡大に向けた阻害要因を特定して、灌漑農業普及のための戦略

計画の作成を行う。効率的な灌漑面積拡大計画の作成が期待できる。 

 

（2）効率性に影響する要因 

県政府は既に農家に対する灌漑施設の維持管理・営農に関する研修開発計画（案）を策

定しており、プロジェクトと連携して効率性の高い農業の組織強化を行うことが期待でき

る。 

県政府は小規模農家に重点を置き、住民との対話を重視して事業を実施することとして

おり、活動の高い効率性が期待できる。 

より高い効率性実現のため、カタラマ事業実施時に発生した土地収用の補償問題の早急

な解決が求められ、成果達成のための阻害要因となりうる20。具体的には、住民の一連の灌

漑建設事業に対する不信感が残ることにより、展示圃をとおした普及活動に積極的な住民

の関与がみられない、住民による灌漑施設の維持管理活動への消極的な関与、などが考え

られる。 

水路の設計段階で、三次水路といった灌漑施設が住民のニーズにあった設計をされてい

ない部分があり、効率性の障害になることが予想される。 

 

                                                        
20 ロス・リオス県政府は、2012年6月4付で知事名にてグアヤキル統合事務所に対して、公式レター（No. 1019/P/GADLR）を発

出して土地収用と補償の現状に関する技術レポートをMAGAPに対して要求しているが、調査時点では回答は受領していない。 
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４－１－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトはやや高いと予測される。 

本プロジェクト実施により、灌漑事業区内における水の有効利用が達成され、加えて農作物

の収量並びに生産性が向上することが期待できる。 

灌漑システム利用により、耕作作物の多角化が図れ、農家の経済活動の安定化につながるこ

とが期待できる。 

上位目標達成のための阻害要因として、県政府による三次水路建設が進まない場合、灌漑面

積の拡大に支障が出ることが予想される。 

 

４－１－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は中程度と予測できる。 

（1）制度面・政策面における持続性 

本灌漑事業の管理・運営は中央政府レベルから県政府に手続き上は完全に移管され、既

に県政府による維持管理業務は始められている。 

灌漑事業は県政府においても重点事業と位置づけており、競争力の強化、輸出の促進ま

でを最終的に視野に入れており、政策面でも今後の支援が期待できる。 

 

（2）組織面・資金面の持続性 

組織面においては、灌漑排水課は同じ職員を長期において本事業活性化のために配置す

る予定もあり、今後、水利分野の専門家を雇用する計画がある。組織面での高い持続性が

期待できる。 

現在、インフラ部の下にある灌漑課は、2012年10月より灌漑・排水部（Departamento de 

Riego y Drenaje）として昇格する予定である。県政府は、灌漑施設の維持管理を自律的に行

う体制を整えている最中であるといえる。 

資金面においては、中央政府から維持管理予算が直接交付され県政府が灌漑施設の維持

管理を行っている。2012年にはカタラマ灌漑システムに137万ドルの予算がついており、灌

漑・排水課の事務所整備などで20万ドルの予算が2012年は確保されている。加えて、これ

の予算とは別に約70万ドルの予算が灌漑施設に向けられる予定である。しかしながら、現

状では、灌漑セクターに対する十分な予算確保のためにはより強い政治的なイニシアティ

ブも求められる。 

しかしながら、灌漑施設利用者からの水利費徴収は低い割合に留まっており、長期的視

点からは資金面でのカタラマ灌漑事業の維持管理体制の高い持続性の確保のためには事業

地区内の関係農家による灌漑利用面積の拡大と高い水利費徴収率の達成が必要不可欠であ

る。 

 

（3）技術面の持続性 

技術面においては、有効な水利用を通した灌漑営農の普及については、既存のシステム・

組織を活用しながら県政府とともに実施することにより、対象地域内における普及が見込

まれる。しかしながら、GISを活用した地図作成には日本側のある程度のコミットメントが

必要になると思われる。 
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（4）持続性に影響するであろう留意事項等 

プロジェクト実施による灌漑水利用のアクセス及び収入面における小規模農家と大規模

農家の格差の拡大が発生しないようにプロジェクト実施に際しては十分配慮する必要があ

る。 

 

４－２ 結論 

プロジェクト実施の妥当性は十分に高く、本プロジェクトの活動、成果、プロジェクト目標の

組み立てに大きな齟齬がないことからプロジェクトを実施すべきと考える。しかしながら、有償

資金協力事業「カタラマ川流域灌漑事業」実施時に発生した住民の不信感の軽減に努め、住民の

本プロジェクトに対する協力が得られやすい環境を整えてプロジェクト活動が円滑に開始される

ことが必要である。同時に小規模農家と大規模農家の格差拡大が発生しないように十分配慮する

必要がある。 
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第５章 団長所感 
 

今回の詳細計画策定調査では、カウンターパート機関として予定されているロス・リオス県（知

事、副知事及び関係部局）との議論の時間を十分確保し、本プロジェクトの目的、目標達成のた

めの活動などのアプローチ及び、活動における日本側とエクアドル側の役割分担などを明確にす

ることができた。また、ロス・リオス県に事業承継されるまで、カタラマ灌漑事業の運営管理を

担ってきたMAGAPとも、同事業の活性化に向けた今後の対応方針について意見交換ができ、これ

から開始する技術協力プロジェクトの実施運営と成果の活用のイメージを明確にするうえで、貴

重な機会となった。 

本調査実施に際して、事前準備とご支援をいただいたJICAエクアドル支所、関係者との面談と

精力的な情報収集、エクアドル側との円滑なコミュニケーションにご尽力いただいた調査団員各

位に対し、深く感謝申し上げる。 

以下、本件、技術協力プロジェクトの実施において想定される課題を含め、調査を通じて感じ

た点について記す。 

 

５－１ 施設管理主体（カウンターパート機関）の交代の影響への配慮 

エクアドルの地方分権は十分機能していないとの評価もあるが、たとえそれが政治的動機に基

づくものであったとしても、「地域を何とかしなければならない」という責務と強い目的意識を有

するロス・リオス県が、本灌漑事業の管理運営主体となったことは、多面的かつ包括的な対応が

求められる円借款事業の活性化を促進するうえで有利な要因であったと思われる。 

一般的に、途上国の中央省庁は、個別制度、課題への対応はできても、地域を特定した総合的

な政策を打ち出すことは得意ではない。また地域間バランスを考慮して、「ある地域のために」と

いう意識はもちにくい。 

既存水利施設の整備及び二次・三次水路の調査設計に係る所要予算の確保を含め、ロス・リオ

ス県は、既に地区灌漑農業活性化の取り組みを開始しており、今後の事業推進への注力も多くを

期待できる。 

ただし、県の職員の人材的な能力（特に企画力）の限界もあり、重要となるのは、日本側の適

正な投入と丁寧な指導であり、これがなければ、「地域を何とかしなければならない」という県側

の「やる気」を効果的にワークさせることができないため、活動計画策定において、この点を十

分考慮する必要がある。 

 

５－２ 地域農業の実態の正確な把握の必要性 

これまでJICAが実施した調査によって、プロジェクト対象地域の現状（土壌特性、農家の経営

規模、土地利用状況など）に関する多くの情報が収集されているものの、灌漑農業の推進にとっ

て重要な面的な広がり（位置情報）を考慮した農家の営農技術、経営能力、灌漑に対する要望な

どの情報が整理されていない。 

これは、地域農業の実態を把握するために実施したこれまでの調査が、大規模経営農家が代表

や幹部を務める水利組合などを窓口として行われてきたため、戸数的に地区関係農家の大宗を占

め、地区灌漑農業拡大におけるターゲットとなるべき中小規模経営農家、特に経済力に乏しく社

会的影響力の小さい灌漑未実施農家の声を広く聴くことができなかったことが影響しているもの
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と思われる。 

この結果、地区灌漑農業活性化戦略において明らかとすべき①灌漑農業拡大のポテンシャルの

高い地域、②妥当なレベルの所得確保が可能な戦略的作物、などを特定することができず、「地区

灌漑農業活性化」に向けた最初の一歩を踏み出す状況が整っていない。 

本プロジェクトの実施においては、このような反省に立って、既存の情報の更新と詳細な分析

に加え、ベースライン調査の実施により、地区灌漑農業拡大のターゲットとなるべき中小規模経

営農家、特に、二次・三次水路が未整備であるがゆえに灌漑農業を実践できないでいる農家、そ

の整備を強く要望している農家とその農地を特定し、これらの農家との対話を通じて、彼らの技

術レベルや経営能力の把握を行うとともに、灌漑農業推進上の課題を明らかにすることが必要で

ある。 

これにより、対象地域の農業の現状を正確に把握・理解したうえでターゲットとすべき農家群

を特定して活動を重点化し、効果的で効率的な案件の実施が可能となる。 

なお、ターゲットとすべき農家群の特定にあたっては、中小農民の出稼ぎや離農と大規模経営

農家による農地の囲い込みと域外労働者の雇用による営農という現実の流れを、「灌漑利用の拡

大」というプロジェクト目標達成との関係でどう評価するのか（案件実施の効率性の観点から、

経営・投資能力、生産性での競争力のある大規模経営農家への農地の集積を是とするのか非とす

るのか、それとも第三の選択肢があるのかなど）、あらかじめ、県当局と基本的な考え方をすり合

わせておく必要があると思われる。 

 

５－３ 現況水利施設の問題点の確認 

これまでの調査から、円借款事業で造成された水利施設は、以下の問題点を抱えていることが

明らかになっている。 

（1）その原因が、施設の設計にあるのか、工事の施工にあるのかは不明であるが、灌漑農業の

実践によって所得の向上を図りたいと考えている農民の農地に水を届けるために必要な分水

工や二次水路がなく、農地のない山に向かって分水工が設けられるなど、水利施設の適正な

配置ができていない。 

（2）長年の不適切な施設の維持管理が継続する間に、水管理施設の盗難などによる欠如と使用

不可となった施設が多く存在し、補完工事やゲートの調達が必要となっている。 

このような状況の改善を図るには、施設設計及びその運用の思想にさかのぼって、現在の水利

システム全体の評価を行うとともに、受益地域の対象農家へのきめ細かな聞き取り調査を行って、

農家のニーズに即した施設が建設されなかった理由を明らかにし、その反省に立って、施設の再

整備計画を策定することが重要である。 

なお、現時点で、真偽は明らかではないが、幹線水路や二次水路の路線選定において、大規模

農業経営者と中小農家に対する配慮に公平性を欠く状況などがあったとの情報もあり、仮に、両

者間に確執が残っているとすると、今後のプロジェクトの実施やプロジェクトの成果を踏まえた

地区拡大の取り組みにとってマイナスの影響が生じるため、両者間の融和を促進するための対策

についても考慮する必要がる。 
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５－４ 灌漑農業経営戦略の必要性 

経営規模20ha未満の中小規模農家が戸数的に地区関係農家の大宗を占めることから、この階層

の農家を地区灌漑農業拡大のターゲットとして想定している（県知事から、大規模経営農家もプ

ロジェクトのターゲットから排除しないよう要請あり）。今回の調査で農業生産組合を訪問した際

に得られた、「経営規模が10ha程度の中小農家のトウモロコシ単作（雨期天水）で農業経営は成立」

との情報は、本技術協力プロジェクトの目標達成の可能性を確信させる明るい情報であった。 

しかし、その一方で、「市場経済の国際化が進展するなか、小規模農家が大規模経営農家に土地

を売渡して離農する例も増えており、この流れを止めるために急ぎ対策を講じなければ、普及を

図るべき農家自体が地域からいなくなってしまう。」という県当局の危機感もあり、プロジェクト

の比較的早い段階で、経営規模を考慮した持続性のあるモデル営農類型（作物栽培、技術体系、

販路確保など）を対象農家に提示し、各農家が、自らの農業経営の目標を定め、それに向かって

基盤整備と栽培技術の向上に努める環境をつくる必要がある。 

この際、大規模農家を含む地区関係農家が、相互に協力して栽培や経営上の規模のメリットを

生かすための協業化及び組織化を図ることが重要である。そして、周辺の大規模プランテーショ

ン経営との作物の差別化によって市場での競合を避け、自由市場で一定の地位を確立・維持して

いくために、どのような農業を展開すべきかを戦略に基づいて試行錯誤しつつ、着実にその成果

が得られるよう、県の強力な関与と農民たちの積極的な参加が必要である。また、流通関連の民

間事業者との連携がキーとなるものと思われ、この点いついても、県の積極的な関与が必要であ

る。 

 

５－５ 効果的な灌漑地区拡大手法の確立 

現在、本地区の施設の運営管理に要する職員の人件費を含む費用は、水利用者から徴収される

賦課金でまかなわれているのは、ほんの一部分であり、そのほとんどが県の補助金に頼っている

状況にある。このような状況を脱し、灌漑営農の活性化を図るには、三次水路の整備が必須とな

っている。 

これをどのように進めるのかについて、ミニッツにおいて、一定の仮定の下で、以下の提案を

行った。 

① 現在、低調な活動しか行っていない水利組合を活性化するためには、二次水路単位でのま

とまりをつくることが重要。 

② その際、農民組合の組織を活用し、水を使った営農を希望する者を二次水路単位で「営農」

を切り口として束ね、結集させる。 

③ ②の二次水路単位の農民グループのなかには、既に灌漑農業で成功しているものといまだ

水が利用できない状況にある農家が混合しており、地域のまとまりのなかで「営農」及び

「水利用」に関して農業技術の交流を行うことで相互の関係が強化され、最終的に三次水

路の建設と利用において、組織化が図られる。 

というシナリオである。 

このシナリオは、いくつか問題を抱えている可能性もあるが、このような一定の仮定に基づく

さまざまなアイデアをプロジェクト専門家と県の担当者が出し合い、農家との対話と実践を通じ

て効果的な灌漑地区拡大手法の確立を図ることが必要である。 
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５－６ 適切な農民投資の確保 

今回の調査で訪問した、県の補助金によって建設された農業生産組合の共同利用施設（集出荷

施設など）が、中小農家の経営において、極めて有効に機能していることが明らかになった。 

一方、農民の融資に対する期待は大きいものの、融資が適正審査を踏まえた形で実施され、農

家経営に有効に活用された事例は今回の調査では収集することができなかった。このため、プロ

ジェクト開始にあたってのベースライン調査において、融資の実態と有効性の確認、及び活用に

おける留意点などを分析することが必要である。 
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